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第１章 はじめに 

第１章 はじめに 
 

 日本において石油化学工業は、昭和40年代の高度経済成長期に一段とめざましい発展を遂げ、石油コン

ビナートにおける危険物・高圧ガスの貯蔵取扱い及び処理量が増大し、その形態も大規模化されてきた。 

 しかし、当時は、産業の発展に比べコンビナートにおける防災体制については、必ずしも十分でなく、

大規模な災害が相次いで発生し、社会問題となっていた。 

 このような状況の中、石油コンビナート等特別防災区域（以下「特別防災区域」という。）に係る災害の

発生及び拡大を防止し、関係防災機関と事業者が一体となった総合的な防災体制を確立することを目的と

し、「石油コンビナート等災害防止法（以下「石災法」という。）が制定された。 

 石災法施行当初、年間 150 件程度発生していた事故については、平成５年に年間 45 件に減少したもの

の、再び増加傾向へと転じ、平成30年中の事故件数は、314件と過去最大を記録した。 

 一方、昨今、石油コンビナート関連業界の社会情勢も大きく変化してきており、特にＡＩやＩｏＴ等の

先進技術の発展はめざましいものになっている。そのため、コンビナートの防災体制について、新技術に

よる防災資機材の高度化、災害対応戦術の高度化、事業所規模、事業内容、操業形態、勤務体制の実情等

に即して構築する機運が高まってきている。 

 本資料作成の目的は、法の規制概要と防災体制の実情を改めて調査することにより、先進技術の導入や

防災体制の高度化を模索するものである。 
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第２章 石油コンビナート等災害防止法 

第２章 石油コンビナート等災害防止法 
第1節 石油コンビナート等災害防止法の概要 

 石災法の目的は、特別防災区域に係る災害から国民の生命、身体及び財産を保護することである。石災

法では、当該区域に係る災害の発生及び拡大防止の総合的な施策の推進を図るために、さまざまな規制を

規定している。 

 石災法において規定されている内容は次のとおりである。 

なお、詳細については次章以降に記載する。 

 

【石災法で規定されている内容】 

石油コンビナート等特別防災区域の指定 

特定事業所の区分 

特定事業者に係る規定 

レイアウト規制 

特定防災施設等 

自衛防災組織（防災要員・防災資機材等・防災規程） 

防災管理者等 

共同防災組織 

広域共同防災組織 

都道府県に係る規定 
石油コンビナート等防災本部の設置 

石油コンビナート等防災計画の作成 

市町村長に係る規定（努力義務） 石油コンビナート等特別防災区域と市街地との緩衝緑地の設置 
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第２節 石油コンビナート等特別防災区域及び特定事業所 

１ 特別防災区域の指定（石災法第２条第２項、石災法施行令第２条） 

（１）指定の要件 

次の①から③のいずれかに該当する区域を特別防災区域として石油コンビナート等災害防止法施

行令（以下「石災法施行令」という。）で規定している。 

 

【石油コンビナート等特別防災区域】 

  ①石油貯蔵・取扱量 ＋ 高圧ガス処理量 ≧ １となる事業所を含む２以上の事業所が所在し、かつ 

     １万㎘        200万㎥ 

 

    当該区域の石油の貯蔵・取扱量の合計 ＋ 当該区域の高圧ガスの処理量 ≧ １となる区域 

          10万㎘               2000万㎥ 

   

   ②石油の貯蔵・取扱量 ＋ 高圧ガスの処理量 ≧ １ 

     10万㎘        2000万㎥ 

 

   ③ ①又は②に該当することになると認められる区域 

 

（２）指定の手続き等 

「石油コンビナート等特別防災区域を指定する政令」（昭和51年政令第192号）及び「石油コンビナ

ート等特別防災区域に係る区域の指定」（昭和51年通商産業省・自治省告示第１号）の改正を検討する

ため、消防庁及び経済産業省が、例年次のとおり実施している。 

   

都道府県知事宛てに区域の指定等に関する調査を実施 

・区域の指定（新規、変更、解除など） 

・行政区画等の異動 

・番地等の異動 

  ↓ 

都道府県から詳細のヒアリング等 

  ↓ 

改正原案（政令、告示）の作成 

                      ↓ 

石災法第38条に基づき都道府県知事及び市町村長から意見聴取 

                      ↓ 

政令・告示の交付、施行（官報登録） 

  

２ 特定事業所 

  特定事業所とは、第１種事業所及び第２種事業所をいう。 
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【第１種事業所及び第２種事業所】 

（第１種事業所） 

   石油の貯蔵・取扱量 ＋ 高圧ガスの処理量 ≧ １ となる事業所 

      １万㎘         200万㎥ 

   ※石油及び高圧ガスの貯蔵・取扱い及び処理を行う事業所はレイアウト規制の対象となる。 

 

 （第２種事業所） 

   下記物質の貯蔵・取扱・処理量  ≧ １ となる事業所で、当該事業所における災害及び第一 

      物質毎の指定数量         種事業所における災害が相互に重要な影響を及ぼす 

          と認められるものを都道府県知事が指定 

 

【第２種事業所の指定に係る物質及び数量】 

物質 指定数量 物質 指定数量 

石油 1,000ｋℓ 高圧ガス 20万N㎥/日 

高圧ガス以外の可燃性ガス 20万N㎥/日 可燃性固体類 10,000ｔ 

石油以外の危険物 
第４類 2,000ｋℓ 可燃性液体類 10,000㎥ 

その他の類 2,000ｔ 毒物 20ｔ 

劇物 200ｔ － － 

＊石油･････消防法別表第１に掲げる第一石油類、第二石油類、第三石油類及び第４石油類） 

＊高圧ガス･････高圧ガス保安法第２条に規定する高圧ガス（同法第３条第１項各号に掲げる高圧ガス、ガス事業法第２条第11項

に規定するガス事業及び同条第 13 条に規定するガス工作物に係る高圧ガス及び石災法施行令第１条に定める不活性ガスを除

く） 
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第３節 事業者、都道府県及び市町村長に対する規制等 

１ 概要 

  石災法によって、事業者、都道府県及び市町村長に対する各種義務が課せられており、また権限が付

与されている。 

主な規制内容は次のとおりである。 

 

【石災法の主な規制内容】 

個
別
規
制 

第
１
種
事
業
所 

石油の貯蔵・取扱いをし、か

つ高圧ガスを処理しているも

の 

・レイアウト規制 

・新設・変更等の届出と完了検査〔法第5～７条、11条〕 

石油のみ貯蔵・取扱いをして

いるもの 

・特定防災施設等の設置義務〔法第15条〕 

 流出油等防止堤、消火用屋外給水施設、非常通報設備 

 

・自衛防災組織の設置義務〔法第16条〕 

 防災要員、防災資機材等 

 

・防災管理者等の選任義務〔法第17条〕 

 事業の統括管理するものとして防災管理者を選任（※第１種事業所は副防災管

理者のいずれかの常駐義務あり） 

 

・防災規程の作成義務〔法第18条〕 

 自衛防災組織が実施する防災業務に関する事項を定める。 

 

・定期報告義務〔法第20条の２〕 

 防災業務の実施状況についての報告 

 

・異常現象の通報義務〔法第23条〕 

 消防署又は市町村長の指定する場所に通報する義務 

 

・自衛防災組織等の災害応急措置義務〔法第24条〕 

 災害の発生又は拡大防止のために必要な措置を実施する義務 

高圧ガスのみを処理している

もの 

第２種事業所 

地

域

規

制 

特

定

事

業

者 

共同防災組織 

（法第19条） 

同じ特定防災区域内の事業者は、自衛防災組織の業務の全部、又は一部を共同

することができる。 

広域共同防災組織 

（法第19条の２） 

 二以上の特別防災区域に亘る区域に特定事業者は、自衛防災組織の業務の内、

政令で定めるもの（大容量泡放水砲に関する防災活動）について共同することが

できる。 

石油コンビナート等防災協議

会（法第22条） 

※努力義務による設置 

・防災自主基準の作成 

・防災技術の共同研究 

・防災教育の共同実施 
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 ・共同防災訓練 

行

政

機

関 

石油コンビナート等防災本部

（法第27条） 

・防災計画の作成 

・防災に関する調査研究 

・防災に関する情報の収集及び伝達 

・災害応急対策及び災害復旧に係る連絡調整 

・現地防災本部への指示 

・災害発生時の国との連絡及び他都道府県等の連絡調整 

 

緩衝地帯の設置 

 地方公共団体の長が計画を作成し、主務大臣（国土交通大臣）が承認する。 

 緩衝地帯の設置に係る費用については、国・地方公共団体・第１種事業者がそ

れぞれ１/３を負担する。 

 

２ レイアウト規制 

（１）対象特定事業所 

   第１種事業所のうち、石油及び高圧ガスの貯蔵・取扱い及び処理をしている事業所 

（２）届出事項（石災法第５条第１項） 

レイアウト規制対象事業所の新設又は、施設地区の面積及び配置、特防区域内の事業所間の連絡導

管及び連絡道路の配置（事業所敷地内）若しくは敷地面積を変更しようとするものは、主務大臣に届

けなければならないとしている。 

   

【レイアウト規制の概要】 

 製造施設地区 貯蔵施設地区 用役施設地区 事務管理施設地区 入出荷施設地区 

面積 
原則80,000㎡以下 

分割通路 

原則 90,000 ㎡以

下 

   

配置 

・概ね長方形 

・外周の全てが特

定通路 

・外周から内側３

～５ｍのセット

バック 

・概ね長方形 

・外周の全てが特

定通路 

・火気使用施設地

区との地盤面

高低差 

・概ね長方形 

・概ね１/２特

定通路 

・概ね１/２特定

通路 

・公共道路に面

する境界線に

近接 

・特別防災区域

の境界線に近

接 

・概ね１/４特

定通路 

特
定
通
路
の
幅
員 

１万㎡未満 
６ｍ以上 

６ｍ以上 

６ｍ以上 

１万～２万㎡未満 ８ｍ以上 

２万㎡～４万㎡未満 ８ｍ以上 10ｍ以上 

４万㎡～６万㎡未満 10ｍ以上 
12ｍ以上 

６万㎡以上 12ｍ以上 

特定通路 

・両端が幅員６ｍ以上の通路に接続 

・二以上の地点で公共道路に接続 

・公共道路から入出荷施設地区又は事務管理施設地区への通常通行の用に供される道路は製造施
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設地区又は貯蔵施設地区と接しない。 

特定通路 

幹線通路 

・道路内施設の設置制限 

・すみ切りの確保 

・横断勾配の制限、階段状でないこと 

幹線通路 
・敷地面積が50万㎡～100万㎥未満は幅員10ｍ以上の通路で事業所の敷地を概ね二分割する。 

・100万㎡以上は、幅員12ｍの通路で事業所の敷地を概ね四分割する。 

連絡導管 
・通路に沿って容易に維持管理できること 

・他の施設又は設備と同一の地盤に設置又は著しく近接しないこと 

連絡道路 

・隣接する特定事業所との間に設置 

・設置数 境界線の長さ １ｋｍ以下    ＝１ 

            １ｋｍ～２ｋｍ以下＝２ 

            ２ｋｍ～３ｋｍ以下＝３ 

 

３ 防災体制（人員、防災資機材等及び特定防災施設） 

特定事業者については、石災法により、特定防災施設、消防車両を始めとする防災資機材等の設置が

義務づけられている。自衛防災組織等に備え付けが必要とされる防災資機材ごとの防災要員については、

次表のとおりであり、一定の要件により減員可能となっている。 

自衛防災組織の業務は、特定事業所における災害の発生又は拡大の防止するために必要な業務全般で

ある。自衛防災組織は、初期消火活動だけでなく、災害発生前の防止対策及び災害の鎮圧までを目的と

した、事業所の総合的な防災組織である。 

防災要員は、必ずしも実働消防業務に常時専従を要するものではないが、指揮者及び機関員を中心と

して、「非常時に直ちに有効な消防活動を実施し得る能力及び体勢を有することが客観的に認められる

者」とされている。 

また、都道府県は、法令により石油コンビナート等防災本部の設置が義務づけられており、消防機関

については、消防力の整備指針によって、特定事業所のある当該市町村に係る目標とすべき消防力の整

備水準（各種車両・資機材）の配備が示されている。 

  

（１）特定事業所 

 【必要防災要員数（原則）】 

防災資機材等 必要防災要員数 防災資機材等 必要防災要員数 

大型化学消防車 ５ 大型高所放水車 ２ 

甲種普通化学消防車 ５ 普通高所放水車 ２ 

乙種普通化学消防車 ５ 大型化学高所放水車 ５ 

普通消防車 ５ 普通泡放水砲 １ 

小型消防車 ４ 泡原液搬送車 １ 

油回収船 船舶職員ほか２ オイルフェンス展張船 船舶職員ほか２ 

油回収装置 
補助船の船舶職員ほか装置ご

とに２ 

  

各化学消防車、大型高所化学消防車を２台以上の備え付けが必要な場合   (指揮者)１ 
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防災資機材等の備え付けが必要ない場合 ２ 

大容量泡放射システム 

大容量泡放射システムの防災活動を統括するもの １ 

大容量泡放水砲１基につき １ 

消防動力ポンプ１基につき ２ 

泡混合装置１基につき ２ 

延長ホース200ｍにつき（端数切り上げ） １ 

 

【省力化された防災資機材等】 

 自衛防災組織又は共同防災組織に法令で配備が義務づけられている防災資機材等については、防災要員

が行う防災活動における作業の省力化に資する装置・機械器具（省令17条の２の２）を有し、又は搭載し

た防災資機材等（＝「省力化された防災資機材等」）で、従来の防災資機材等よりも少ない人数の防災要員

で運用可能となるものがある。 

 

【省令17条の２の２（省力化に資する装置又は機械器具）】 

遠隔操作装置 

スイッチを入れることにより、大型高所放水車又は普通高所放水車の放水塔を放水ができる状態ま

で起こす操作が全て自動的に行われ、かつ、離れた位置から当該放水塔の筒先の方向、角度、放水

量等を調節する操作を行うことができる装置 

ホース延長用資機材 一人で容易に消防用ホースを運搬及び延長できる器具 

低反動ノズル 放水するときの反動力を減少させ一人で放水及び放水量の調整ができる器具 

携帯無線機 防災要員相互間で通信を行うため携帯して使用する無線装置 

 

【省力化された防災資機材等における運用可能な防災要員数】  

 防災要員の人数 

防災活動における省力化に資する装置又は機械器具 

遠隔操作装置 ホース延長用 

資機材 

低反動ノズル 携帯無線機 

大型高所放水車 

高所放水車 

２     

１ ○    

大型化学消防車 

甲種普通化学消防車 

５     

４  ○ ○  

３  ○ ○ ○ 

大型化学高所放水車 

５ △    

４ △ ○ ○  

３ △ ○ ○ ○ 

△・・・・自動化システム（送水操作等を自動化するシステム）及び遠隔操作装置を備えることが望ましい。 
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【特定事業所における防災資機材等の概要】 

 防災資機材等 基準 能力要件 

防災要員 

（ ）は

省力化 

３
点
セ
ッ
ト
〔
石
災
法
施
行
令
第
８
条
第
１
項
〕 

大型化学消防車 

ＦＲＴ   石油 ＩＤ34ｍ以上     １セット 

ＩＦＲＴ  石油 ＩＤ34ｍ～50ｍ未満  １セット 

         ＩＤ50ｍ～      ２セット 

 

ＣＲＴ   １石 ＩＤ24ｍ～34ｍ未満  １セット 

      又は ＩＤ34ｍ～50ｍ未満  ２セット 

ＤＲＴなど ２石 ＩＤ50ｍ～60ｍ未満  ３セット 

         ＩＤ60ｍ以上    ４セット 

 

      ３石 ＩＤ34ｍ～50ｍ未満 １セット 

      又は ＩＤ50ｍ以上    ２セット 

      ４石 

規格放水圧力※ 0.85Ｍｐａで 

放水量 3,100ℓ/min以上 

自動比例泡混合装置 

1,800ℓ以上の泡消火薬剤タンク 

５ 

（ ３ ～

４） 

大型高所放水車 

筒先高さ地上から22ｍ以上 

筒先基部圧 1,0Ｍｐａで 

放水量 3,000ℓ/min以上 

筒先は方向及び角度を遠隔操作可能 

筒先及びその周囲を輻射熱から保護可能 

ポンプ吐出圧力1,4Ｍｐａ で 

放水量 3,100ℓ/min以上 

２（１） 

泡原液搬送車 

4,000ℓ以上の泡消火薬剤 

200ℓ/min以上の泡消火薬剤を 0,3Ｍｐａ以

上で圧送できるポンプ 

１ 

送泡設備 

〔石災法施行令 

第８条第２項〕   

・送泡設備付きタンクに泡水溶液を送水するために必要

となる台数の大型化学消防車又は甲種普通化学消防車 

・送泡設備付きタンクに泡水溶液を送水するために必要

となる発泡器。 

・泡放出口、送泡口、送泡管について総務省

令で定める。 

－ 

甲種普通化学消防車 

〔石災法施行令第９条〕 

石油の貯蔵・取扱量 

10,000ｋℓ以上                 １台 

 

石油の貯蔵量（指定数量） 

10万倍～1,000万倍未満            １台 

1,000万倍～2,000万倍未満             ２台 

2,000万倍～4,000万倍未満           ３台 

4,000万倍以上                ４台 

 

４類危険物の取扱量（指定数量） 

3,000倍～12万倍未満                １台 

12 万倍～24万倍未満               ２台 

24万倍～48万倍未満               ３台 

48万倍以上                  ４台 

規格放水圧力※ 0,85Ｍｐａ で 

放水量 2,100ℓ/min 以上 

自動比例泡混合装置 

1,800ℓ以上の泡消火薬剤タンク 

 

５ 

（ ３ ～

４） 

普通消防車 

〔石災法施行令第10条〕 

第１種事業所                 １台 規格省令別表のＡ－２級以上のポンプ ５ 

小型消防車 第２種事業所のうち以下該当で         １台 規格省令別表のＢ－２九以上のポンプ ４ 
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〔石災法施行令第10条〕 石油の貯蔵・取扱量 ＋ 高圧ガスの処理量 ≧  0.5 

  １万ｋℓ        200万Ｎ㎥ 

普通高所放水車 

〔石災法施行令第11条〕 

第１種事業所のうち 

高さ 20ｍ以上の場所で石油を貯蔵し又は取り扱う建物・

工作物がある（甲種普通化学消防車が必要で高さ 15ｍ以

上の屋外貯蔵タンクがある場合も含む） 

筒先高さ地上から22ｍ以上 

筒先基部圧 1.0Ｍｐａで 

放水量 2,000ℓ/min以上 

筒先は方向及び角度を遠隔操作可能 

筒先及びその周囲を輻射熱から保護可能 

ポンプ吐出圧力1.4Ｍｐａ で 

放水量 2,100ℓ/min以上 

２ 

（１） 

乙種普通化学消防車 

〔石災法施行令第12条〕 

危険物移送取扱所の規模に応じた配備 

 

配管延長が15ｍ以下              １台 

     15ｋｍ超える半径50ｋｍの範囲内    ２台 

     15ｋｍ超える半径50ｋｍの範囲外    ３台 

2,000ℓ/min以上の放水能力 

危険物規則第65条第５号の規定に該当 

（1,000ℓ以上の水槽及び放水銃） 

 

オイルフェンス展張船 

〔石災法施行令第17条〕 

第１種事業所のうち 

敷地が海域に接する又は係留施設での石油の貯蔵・取扱

が１万ｋℓ以上の場合 

 

石油の貯蔵・取扱量に応じ、下記の長さのオイルフェ

ンスを備え付けなければならない。 

 

石油の貯蔵・取扱量        長さ 

１万ｋℓ～10万ｋℓ未満       1,080ｍ 

10万ｋℓ～100万ｋℓ未満      1,620ｍ 

100万ｋℓ以上           2,160ｍ 

備え付けなければならないオイルフェンス

を１時間以内に展張できる。 

２ 

（乗組船

舶職員等

を除く） 

オイルフェンス 

〔石災法施行令第17条〕 

海面上の高さ30cm以上 

海面下の深さ40cm以上 

接続部の高さ80cm以上 

接続部の形式は重ね合わせファスナ式 

単体の長さは、原則20ｍ 

単体の長さ方向の引張強さは3,000kg 

防油壁の引張強さは１cmにつき30kg以上 

使用状態で耐油性及び耐水性を有する。 

通常の保管状態において変化しにくい。 

油回収船 

〔石災法施行令第18条〕 

第１種事業所のうち 

敷地が海域に接する又は係留施設での石油の貯蔵・取扱

が１万ｋℓ以上の場合で、かつ、特定事業所の石油の貯蔵・

取扱量が100万ｋℓ以上の場合 

・毎時 30ｋℓ以上の速さで石油を回収でき

る。 

・自力で推進することができる。 

・石油を回収する速さに応じた石油の貯蔵

及び移送を行うことができる。 

・固形浮遊物の混在する石油を回収でき

る。 

なお、油回収装置にあっては、石油の回収

を行うために必要な大きさ及び構造を有す

る補助船と一体となって要件を満たすこ

と。 

２ 

（乗組船

舶職員等

を除く） 

 

油回収装置 

〔石災法施行令第18条〕 

一式ごと

に２ 

（補助船

に係る乗

組船舶職

員等を除

く） 

泡消火薬剤 

〔石災法施行令第14条〕 

石災法施行令第８条第１項、第９条又は第12条の規定の

適用を受けるものに、これらの規定及び同令第16条の規

１台が放水する泡水溶液の量は、大型化学

消防車にあっては毎分3,100ℓ、甲種普通化
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定により備え付けるべき台数（送泡設備付きタンクがあ

る場合には、当該送泡設備付きタンクがないものとみな

したときに石災法施行令第８条第１項、第９条、第12条

及び第16条の規定により備え付けるべき台数）の大型化

学消防車、甲種普通化学消防車、乙種普通化学消防車又は

石災法施行令第16条第２項に規定する大型化学高所放水

車が、同時に、120分継続して泡水溶液を放水した場合に

必要な量の泡消火薬剤 

学消防車にあっては毎分2,100ℓ、乙種普通

化学消防車にあっては毎分2,000ℓ、大型化

学高所放水車にあっては毎分 3,100ℓとし

て、それぞれ算定する。 

石災法施行令第８条第２項の規定の適用を受けるもの

に、当該特定事業所にある送泡設備付きタンクに同項第

１号に規定する施設省令で定めるところにより、下記の

送泡設備付きタンクに応じ、同下記の時間継続して泡水

溶液を送水した場合に必要な量の送泡設備用泡消火薬剤 

 

・ 引火点が40℃以上の石油を当該石油の引火点未満

の温度で貯蔵する送泡設備付きタンク   30分 

・ 引火点が40℃未満の石油を貯蔵する送泡設備付き

タンク又は引火点以上の温度で貯蔵する送泡設備付

きタンク                55分 

・送泡設備付きタンクに送水する泡水溶液

の量は、送泡設備付きタンクの水平断面

積１㎡につき毎分４ℓとして算定する。 

・送泡設備用泡消火薬剤は、次に掲げる要

件に該当するふっ素たん白泡消火薬剤又

は水成膜泡消火薬剤とする。 

① ふっ素たん白泡消火薬剤は泡消

火薬剤の技術上の規格を定める省

令第２条第２号に掲げるたん白泡

消火薬剤に、水成膜泡消火薬剤は

同条第４号に掲げる水成膜泡消火

薬剤に適合するもの。 

② 泡放出口から放出した泡が石油

の表面に浮上した場合に、消火の

機能を有効に発揮するもの。 

基準放水能力により大容量泡放水砲が 120 分継続して泡

水溶液を放水した場合に必要な量の大容量泡放水砲用泡

消火薬剤 

消防法施行令第37条第１項第３号に規定す

る泡消火薬剤のうち、次に掲げる要件に該

当するものとして消防庁長官が定める基準

に適合するもの。 

① 大容量泡放水砲に適し、かつ、耐油

汚染性、耐火性、耐密封性等の性能を

有している。 

② 大容量泡放水砲から放出した泡が、

消火の機能を有効に発揮するもの。 

可搬式放水銃等 

〔施設省令第21条〕 

可搬式放水砲（次の各１台につき）       １基 

大型化学高所放水車 

大型高所放水車 

筒先基部圧力が 1.0ＭPaの場合において毎

分3,000ℓ以上の泡水溶液を放水できる。 

 

可搬式放水砲（次の各１台につき）       １基 

   普通高所放水車 

筒先基部圧力が 1.0ＭPaの場合において毎

分2,000ℓ以上の泡水溶液を放水できる。 

可搬式放水銃（次の各１台につき）       １基 

   甲種普通化学消防車 

－ 
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（石災法施行令第９条及び第15条の規定によ

り備え付けるべきもの（送泡設備付きタン

クがある場合には、当該送泡設備付きタン

クがないものとみなしたときに石災法施行

令第９条及び第15条の規定により備え付け

るべきもの）に限る。） 

乙種普通化学消防車 

普通消防車 

小型消防車 

耐熱服（次の各１台又は１基につき）      １着 

大型化学高所放水車 

大型化学消防車 

大型高所放水車 

普通高所放水車 

甲種普通化学消防車 

乙種普通化学消防車 

普通消防車 

小型消防車 

普通泡放水砲 

－ 

耐熱服（大容量泡放水砲１台につき）   下記の着数 

 

１着に当該大容量泡放水砲に他のポンプを介さずに結

合されるポンプ１台につき１着を加算した数 

空気呼吸器又は酸素呼吸器 

（次の各１台又は１基につき）         １個 

大型化学高所放水車 

大型化学消防車 

大型高所放水車 

普通高所放水車 

甲種普通化学消防車 

乙種普通化学消防車 

普通消防車 

小型消防車 

普通泡放水砲 

－ 

空気呼吸器又は酸素呼吸器 

（大容量泡放水砲１台につき）     下記の個数 

 

１個に当該大容量泡放水砲に他のポンプを介さずに結

合されるポンプ１台につき１個を加算した数 
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泡消火薬剤 

〔石災法施行令第14条〕 

石災法施行令第８条第１項、第９条又は第12条の規定の

適用を受けるものに、これらの規定及び同令第16条の規

定により備え付けるべき台数（送泡設備付きタンクがあ

る場合には、当該送泡設備付きタンクがないものとみな

したときに石災法施行令第８条第１項、第９条、第12条

及び第16条の規定により備え付けるべき台数）の大型化

学消防車、甲種普通化学消防車、乙種普通化学消防車又は

石災法施行令第16条第２項に規定する大型化学高所放水

車が、同時に、120分継続して泡水溶液を放水した場合に

必要な量の泡消火薬剤 

１台が放水する泡水溶液の量は、大型化学

消防車にあっては毎分3,100ℓ、甲種普通化

学消防車にあっては毎分2,100ℓ、乙種普通

化学消防車にあっては毎分2,000ℓ、大型化

学高所放水車にあっては毎分 3,100ℓとし

て、それぞれ算定する。 

 

※規格省令第16条第１項第１号による。 
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【大容量泡放水砲（石災法施行令第13条）】 

防災資機材等 基準 能力要件 防災要員 

大
容
量
泡
放
水
砲
等 

大容量泡放水砲 

浮き屋根式屋外タンク貯蔵所で、タン

クの直径が 34ｍ以上のものがある場

合には、そのタンクの直径に応じ、そ

の放水能力の合計が下記の基準放水能

力以上に相当する数の大容量泡放水砲

を備え付けなければならない。 

 

タンクの直径   基準放水能力 

34ｍ～45ｍ未満   毎分１万ℓ 

45ｍ～60ｍ未満   毎分２万ℓ 

60ｍ～75ｍ未満   毎分４万ℓ 

75ｍ～90ｍ未満   毎分５万ℓ 

90ｍ～100ｍ未満   毎分６万ℓ 

100ｍ以上      毎分８万ℓ 

 

・毎分１万ℓ以上の放水能力を有する泡放水砲

である。ただし、基準放水能力が毎分４万ℓ

以上である場合で、２基以上の大容量泡放水

砲を備え付けるときは、当該大容量泡放水砲

１基の放水能力は、毎分２万ℓ以上でなけれ

ばならない。 

・消火の機能を有効に発揮する泡をタンク内

に到達させる能力を有する。 

・容易に移動させることができる。 

・泡を放射する筒先は、方向及び角度を操作

できる。 

・泡を放射する筒先及びその周囲の部分を輻

射熱から保護する措置が講じられている。 

・放水能力は、泡を放射する筒先の基部にお

ける圧力が0.7ＭPaの場合とする。 

１ 

大
容
量
泡
放
水
砲
用
防
災
資
機
材
等 

ポンプ 

・ホースの使用圧を超えない。 

・使用時に、基準放水能力による放水に必要

な量の水を120分継続して取水できる。 

・使用時に、大容量泡放水砲が泡をタンク内

に到達させることができる圧力で、大容量

泡放水砲の筒先の基部まで 120 分継続して

送水できる。 

２ 

混合装置 

・取水した水を、120分継続して大容量泡放水

砲用泡消火薬剤と混合し、適正な濃度の泡

水溶液にできる。 

２ 

ホース 

・結合金具を両端に有する。 

・ホースの使用圧に十分耐えられる。 

・ホース同士が確実に結合できる。 

展張したホ

ースの長さ

を 200ｍで

除して得た

数（１未満

切り上げ）

に相当する

人数 
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【代替措置など】 

 

防災資機材等（代替） 被代替防災資機材等 基準 能力要件 

防災要員 

(数字)は

省力化 

代
替
措
置
等 

固定放射設備 

〔施設省令 

第21条の２〕  

 

 

大型化学消防車 

大型高所放水車 

泡原液搬送車 

甲種普通化学消防車 

発泡器 

普通消防車 

小型消防車 

普通高所放水車 

乙種普通化学消防車 

泡消火薬剤 

可搬式放水銃等 

備え付けるべき

防災資機材等に

よって有効な防

災活動を実施す

ることが期待で

きないと認めら

れるものにおい

て、必要な範囲内

で、防災上有効に

設置したものと

して、認定を受け

た場合には、当該

代替措置の限度

内において、当該

防災資機材等を

備え付けず、又は

その数量を減ず

ることができる。 

① 屋外貯蔵タンクで石災法施行

令第８条第１項の表の第一欄か

ら第三欄までに掲げる区分に該

当するものについては、当該区

分に応じ、同表の第四欄に定め

る台数に１を加えた数に対応す

る基数の放射塔から、同時に、そ

れぞれ毎分3,000ℓ以上の泡を放

射できる。 

② 第４類危険物を貯蔵し、又は

取り扱う工作物については、有

効射程内で、かつ、有効な放射角

度をなす位置から、少なくとも

毎分1,000ℓ以上の放水能力で有

効量の泡を放射できる。 

③ 可燃性の高圧ガスを処理する

工作物については、有効射程内

で、かつ、有効な放射角度をなす

位置から、少なくとも毎分1,000

ℓ以上の放水能力で有効量の放

水をすることができる。 

④ 地震動、爆風圧、放射圧等によ

って倒壊し、又は故障するおそ

れのない構造である。 

⑤ 消火栓を有する。 

⑥ 石災法施行令第８条から第 11

条まで、第18条第１項第２号並

びに第２項第３号及び第４号並

びに同令第14条第１項及び第２

項並びに第15条の規定を準用す

る。 

備え付け

なければ

ならない

ものとさ

れる大型

化学消防

車等の代

替する台

数に２を

加えた数

の人員 

消防艇 

〔施設省令 

第21条の２〕  

 

①～⑤については、上欄の固定放射設

備における能力要件①～⑤に同じ。 

⑥ 石災法施行令第18条第１項第２号

並びに第２項第３号及び第４号並び

２ 

（乗組船

舶職員を

除く。） 
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に同令第14条第１項及び第２項並び

に第15条の規定を準用する。 

大型化学高所放水車 

〔石災法施行令 

第16条第２項〕  

大型化学消防車 

大型高所放水車 

甲種普通化学消防車 

（石災法施行令第

８条第２項の規

定により備え付

けるべきものを

除く。） 

普通消防車 

小型消防車 

普通高所放水車 

大型化学高所放

水車を備え付け

ている場合に

は、左欄の被代

替防災資機材等

各１台を備え付

けているものと

みなす。 

① 大型化学高所放水車とは、施設省

令第18条第１項第２号及び第３号並

びに同条第２項の規定に該当する消

防ポンプ自動車とする。 

② 通路の状況等を勘案して、火災が

発生した場合に大型化学高所放水車

を使用することによって支障なく消

火活動ができる。 

５ 

（３～４） 

普通泡放水砲 

〔石災法施行令 

第16条第３項〕  

大型高所放水車 ２台以上の大型

高所放水車を備

え付けなければ

ならない場合で、

大型高所放水車

等及び普通放水

砲を備え付けて

いるときは、普通

泡放水砲１基に

つき大型高所放

水車のうち１台

を備え付けてい

るものとみなす。 

特定事業所の要件 

① 毎分900ℓに備え付けている普通

泡放水砲の数を乗じて得た放水能

力に総放水能力を加算した放水能

力により120分継続して放水する

ことができる量の水を供給するこ

とができる消防車用屋外給水施設

が設置されている。 

② 特定事業所にあるすべての屋外

貯蔵タンクに、普通泡放水砲から

建築物等に遮蔽されることなく泡

水溶液を放水することができ、消

火の機能を有効に発揮する泡を当

該タンク内に到達させることがで

きる。 

③ 特定事業所における屋外貯蔵タ

ンクの配置、通路の状況等を勘案

して、火災が発生した場合に普通

泡放水砲を使用することによって

支障なく消火活動ができる。 

 

普通泡放水砲の要件 

① 泡を放射する筒先の基部におけ

る圧力が0.7ＭPaの場合に、毎分

4,000ℓ以上放水できる。 

② 消火の機能を有効に発揮する泡

１ 
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をタンク内に到達させる能力を有

する。 

③ 容易に移動させることができ

る。 

④ 泡を放射する筒先は、方向及び

角度を操作できる。 

⑤ 泡を放射する筒先及びその周囲

の部分を輻射熱から保護する措置

が講じられている。 

 

普通泡放水砲１基につき次に掲げる防

災資機材等を備え付けなければならな

い。 

① 普通泡放水砲が毎分900ℓの泡水

溶液を120分継続して放水した場

合に必要な量の泡消火薬剤。 

② 備え付けている大型化学消防車

のうち当該普通泡放水砲に送水す

る大型化学消防車の放水能力が毎

分4,000ℓに満たない場合にあって

は、当該満たない放水能力以上に

相当する放水能力を有する施設省

令第20条の２第３項に定める化

学消防自動車その他の動力消防ポ

ンプ。 

左欄あれば右欄各１台があるとみなす 

〔石災法施行令第16条第４項〕 

   

大型化学消防車 

甲種普通化学消防車 

（石災法施行令第

８条第２項の規

定により備え付

けるべきものを

除く。） 

普通消防車 

小型消防車 

－ － － 

大型高所放水車 普通高所放水車 － － － 

甲種普通化学消防車 
普通消防車 

小型消防車 
－ － － 

普通消防車 小型消防車 － － － 
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【特定防災施設等（法第15条）】 

  設置義務 位置・構造等 
運用基準・ 

関係通知等 
備考 

特
定
防
災
施
設
等 

流出油等

防止堤 

１万ｋℓ以上の第

４類危険物を貯蔵

する屋外タンクを

有する事業所 

・左記のタンクに係る防油堤の全てを囲むように 

設置 

・火気使用設備等及び屋外タンク貯蔵所以外の施

設・設備は囲まない。 

・容量は最大容量の防油堤の容量以上 

・ＲＣ造又は土とし地盤面からの高さが0.3ｍ以上 

・通路横断部分の勾配は７％以下。など 

・流出等防止堤の

運 用 指 針

《S52.10.25 消

防地第 211 号 

改正：S53,11,1

消防地第280号》 

・市町村

長の認

める有

効な措

置によ

る緩和

あり 

消火用屋

外給水施

設 

大型化学消防車等

が義務づけられる

事業所 

・第４類の危険物を貯蔵・取扱う施設及び可燃性の

高圧ガスを処理施設の周辺に設置 

・消火栓相互間の距離70ｍ以内 

・自衛防災組織の大型化学消防車等の放水能力の

合計＋当該大型化学消防車等の最大放水能力で

120分間継続放水できる 

・消火栓の結合は75ｍｍで双口 

・配管は原則、鋼製で地上設置（合成樹脂配管も条

件付で可） 

・加圧ポンプは必要な水量を供給が可能で、予備動

力設備を付置。など 

・消火用屋外給水

施設の設置に係

る運用指針につ

いて《S52.10.6 

消防地第204号》 

 

・消火用屋外給水

施設の設置基準

に つ い て

《 S55.2.13 消

防地第56号》 

 

非常通報

設備 

全ての特定事業所 ・異常現象覚知時に、消防署又は市町村長の指定す

る場所、当該特別防災区域内の関係事業所及び共

同防災組織に通報することができる無線設備又

は有線電気通信設備 

  

【防災管理者（石災法第17条）】 

全ての特定事業所において、自衛防災組織を統轄管理するものとして防災管理者の設置が義務づけられている。防災管理者は、

事業所を総括する防災に関する責任者であり、第一種事業所については、それを補佐する副防災管理も設置することとなってお

り、防災管理者又は副防災管理者の常駐が義務づけられている。 

   

（２）都道府県 

 

【石油コンビナート等防災本部（法第28条）】 

任務 担当 備考 

本部長 都道府県知事 
防災本部の事務

統括 

本部長代理 本部長が指名する本部員 
防災本部の事務

統括の代理 
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本部員 

特定地方行政機関の長又はその指名職員 義務設置 

陸上自衛隊の方面総監又はその指名する部隊若しくは機関の長 

警視総監又は道府県警察本部長 

都道府県知事が部内の職員のうちから指名する者 

区域内に特別防災区域が所在する市町村の市町村長 

都道府県知事が特別防災区域に係る防災に関し必要と認めて指定する市町村の市町村

長 

前記２項目に規定する市町村の消防長 

特別防災区域内の特定事業所に係る特定事業者を代表する者（特別防災区域ごと） 

その他都道府県知事が必要と認めて任命する者 

専門員 
関係地方行政機関の職員、都道府県の職員、区域内の関係市町村の職員、関係公共機関

の職員、関係特定事業所の職員及び学歴経験のある者のうちから、知事が任命する者 

任意設置 

※防災本部の組織及び運営に関し必要な事項は、都道府県の条例で定める。 

 

【防災資機材等】 

都道府県は、石油コンビナート災害等の広域的な災害等を防止するため、防災上必要な資機材及び施

設を地域の実状に応じて備蓄又は整備し、市町村の求めに応じてこれらを貸与又は使用させることによ

り、市町村の消防力を補完するものとされている（消防力の整備指針24条）。 

また、昭和 46年２月 16 日付け消防防第 55号消防庁防災主管部長通知において、都道府県が石油コ

ンビナート災害対策用として整備すべき化学消化薬剤の基準を、都道府県内最大タンクから防油堤内に

油が流出し、当該防油堤内で全面火災が発生した際の必要消火剤量の１／３としている。 

 

例）最大タンク＝５万klであった場合の 

必要消火剤量 

 

 

 

（３）消防本部 

 

【区域内に特定事業者がある場合に配置する消防車両】 

 消防車両 基準 能力要件 隊員数 備考 

３
点
セ
ッ
ト
（
１
台
ず
つ
） 

大型化学消防車 

ＦＲＴ   石油 ＩＤ34ｍ以上      

ＩＦＲＴ  石油 ＩＤ34ｍ～50ｍ未満  

         ＩＤ50ｍ～       

 

ＣＲＴ   １石 ＩＤ24ｍ～34ｍ未満  

      又は ＩＤ34ｍ～50ｍ未満  

ＤＲＴなど ２石 ＩＤ50ｍ～60ｍ未満  

         ＩＤ60ｍ以上     

規格放水圧力※ 0.85Ｍｐａで 

放水量 3,100ℓ/min以上 

自動比例泡混合装置 

1,800ℓ以上の泡消火薬剤タンク 

５ 

（※省力化：

３～４） 

他
の
市
町
村
か
ら
こ
れ
ら
の
応
援
出
動

を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
場
合
等
に
は
、

 

大型高所放水車 

筒先高さ地上から22ｍ以上 

筒先基部圧 1,0Ｍｐａで 

放水量 3,000ℓ/min以上 

筒先は方向及び角度を遠隔操作可能 

機
能
を
十
分
に
発
揮

で
き
る
と
認
め
ら
れ

る
数 
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      ３石 ＩＤ34ｍ～50ｍ未満  

      又は ＩＤ50ｍ以上     

      ４石 

筒先及びその周囲を輻射熱から保護可能 

ポンプ吐出圧力1,4Ｍｐａ で 

放水量 3,100ℓ/min以上 

泡原液搬送車 

4,000ℓ以上の泡消火薬剤 

200ℓ/min 以上の泡消火薬剤を 0,3Ｍｐａ

以上で圧送できるポンプ 

※市町村区域内に、石災法施行令第８条第１項の規定により、３点セットを２台以上備え付けなければな 

らない特定事業所があり（第２章２（２）「特定事業所における防災資機材等の概要」参照）、かつ、当  

該市町村が次のいずれにも該当する場合には、３点セットを２台配置するものとする。 

・市町村区域内の特別防災区域に係る石油の最大貯蔵・取扱量が400万kl以上であること 

・市町村区域内の特別防災区域を管轄する消防署が２以上あり、かつ、当該消防署のうち、２以上の消 

防署の管轄区域に、それぞれ常圧蒸留装置の処理能力が１日当たり１万5,898kl以上である特定事業 

所が１以上あること 

 また、泡消火薬剤については、市町村区域内の特定事業所の数、石災法施行令第８条に規定する屋外貯蔵タンクの型、直径及び

そのタンクに貯蔵する石油の種類等を勘案し必要な量の泡消火薬剤を備蓄するものとしている。   
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第３章 石油コンビナートの防災体制 
第１節 警戒体制 

１ 特定事業所 

 

●Ａ事業所 

緊急活動基準を定め、自地区における自衛防災組織図を示している。 

【自衛防災組織（災害対策本部組織）図】          （2019年10月１日現在） 
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【防災要員及び防災資機材等の配置】 

 

●Ｂ事業所 

  防災規程において自衛防災組織の編成及び防災資機材等の配備を定めている。 

 

【自衛防災組織の編成】 

 

【防災要員及び防災資機材等の配備】 

 防災要員の配置場所（基地）における防災資機材等の配備は次のとおりである。 

防災要員配置基地 防災資機材等 

自衛消防隊 ・普通化学消防車１台・オイルフェンス160ｍ/180m・可搬式エンジンポ

ンプ2台 

○○地区防災協議会 大型化学高所放水車及び泡原液搬送車各１台、 

○○海上共同防災基地 オイルフェンス（1080m） 

防災要員配置基地 防災資機材等 

●●地区自衛防災基地 普通化学消防車１台、可搬式放水（泡）銃及び空気呼吸器等 

▲▲地区自衛防災基地 普通化学消防車１台、可搬式放水（泡）銃 

■■地区共同防災基地 
大型化学高所放水車及び泡原液搬送車各１台、可搬式放水（泡）銃及び空気呼吸器

等、泡消火薬剤タンク１基 

○○地区海上共同防災基地 オイルフェンス 
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 ●Ｃ事業所 

海上防災体制については、「海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律」第40条の２第１号に基づ

く油濁防止緊急措置手引書を補完する計画書を策定し、災害時に事故対応組織を編成するようにしてい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    【海上防災体制に関する防災資機材等】 

防災資機材等配置場所 防災資機材等 

事業所内 
オイルフェンス展張船１隻、オイルフェンス 

油回収装置３台、補助船３台 

 

【防災要員の配置及び防災資機材等の配備】 

防災要員数（人） 

防災資機材等 

種類 
法定数量 

（自衛防災組織） 

現に備え付けて 

いる数量 

 大型化学消防車 １台  

 大型高所放水車 １台  

１ 泡原液搬送車 １台 １台 

 甲種普通化学消防車 １台  

６ 大型化学高所放水車 ‐ ２台 

 可搬式放水銃 １台 ７台 

 可搬式泡放水砲（３千型） １台 ２台 

 可搬式泡放水砲（２千型）  ６台 

「○○○／○○○株式会社」 ～事故対応組織図～ 

事故名       発生場所       年月日時        

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

          

現場支援管理者 現場安全管理者 

海上対応隊 

現場班 

現場係 

現場班 

現場係 

現場班 

現場係 

副本部長 
 

陸上対応隊 

現場指揮者（指揮本部
 

現地災害対策本部長 

副指揮者 

現場発生源管理者 
（バースマスター） 

災害対策本部 

○○○災害対策本部 
○○○部 ○○○課 

現地指揮本部 

現場ﾘｿｰｽ管理者 

          
運用責任者（兼 事務局長） 

記録担当 

 

本部員（渉外・広報管理者） 

情報管理者 

連絡担当 

 

運用チーム 

環境担当 

技術専門家 

ﾘｿｰｽ管理者 

業務担当 

計画チーム 後方支援チーム 総務チーム 

保険/補償担当 

渉外・広報担当 

経理担当 
医療担当 

警備担当 

補給担当 

輸送担当 

通信設備 
担当 

後方支援責任者 

給食担当 

設備担当 

総務責任者 

副本部長 
 

計画責任者 

災害対策本部（事務局） 

○○○株式会社 
本社災害対策本部 

 

現地災害対策本部 

対策本部長 
 

本部員（法務管理者） 

発生源管理者 

安全管理者 

現場対応チーム 

記録担当 
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 耐熱服 ２着 ２着 

 空気呼吸器又は酸素呼吸器 ２基 ６基 

 泡消火薬剤 18,720ℓ 32,000ℓ 

 オイルフェンス 2,160ｍ 6,230ｍ 

６ オイルフェンス展張船 １隻 １隻 

６ 油回収装置及び補助船 １隻 １隻 

合計：19  

 

【上記以外の人員】 

人員（人） 役割 

１ 防災管理者 

15 副防災管理者 

１ 指揮者 

98 その他の防災要員 

24 大容量泡放水砲等 
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●大容量泡放射システムの配備概要 

 全国12ブロックに配備しており、その概要は別添１のとおりである。 

 なお、別添１から抽出した大容量泡放射システムに係る課題は次のとおりである。 

 

課題 件数 

維持、更新等の費用負担が大きい。 ７ 

出動及び搬送に時間を要する。 ２ 

修理、部品交換等に時間を要する。 １ 

泡消火薬剤の更新時期が不明確である。 １ 

実泡放射に適した検証場所がない。また、泡消火薬剤を含んだ海水の処理費用が高額である。 １ 

メーカー毎に結合金具が違うため、広域応援時、泡放射システムのセット毎の応援体制をとらなけれ

ばならない。 

１ 

泡消火薬剤を含めて各機器の更新対象となる機器（更新要件を満たす機器）が少なく、ニーズに合わ

ないものでも導入しなければならない。 
１ 

経年劣化が進んでおり更新の検討が必要であるが、費用負担が大きい。 ３ 
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２ 都道府県 

●神奈川県 

 

【石油コンビナート等防災本部の配置人員】 
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【防災本部の組織体系】 

 
 

【防災本部所掌事務】 

・ 石油コンビナート等防災計画の作成とその実施推進 

・ 防災に関する調査研究 

・ 防災に関する情報収集、伝達 

・ 災害応急対策及び災害復旧に係る関係機関との連絡調整 

・ 現地本部に対する災害応急対策の実施に係る必要な指示 

・ 国との連絡及び他の都道府県との連絡調整 

・ その他防災に関する重要事項の実施推進 

 

【防災資機材】 

県は、泡消火薬剤等の防災資機材について整備を行う他、石油コンビナート等特別防災区域協議会と連

携し、先進的な防火資機材についても導入を促進する。 
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また、県は、スロッシング波高を計算し溢流の可能生を即時に予測するシステムを運用しているが、必

要に応じて改善、見直しを行い、より効率的な運用を図る。 

なお、県は、神奈川県化学消火薬剤備蓄管理要網に基づき、区域内関係機関と協定を結び、 区域内で

発生した危険物等に起因する火災を鎮圧するために、次のとおり、消火薬剤の貯蔵及び管理を委託してい

る。 

 

（横浜市）                           Ｒ２.10.１現在 

 

 

 

 

（川崎市） 

貯蔵場所 消火薬剤の種類 数量（ℓ） 管理責任者（職） 

臨港消防署本署 

水成膜泡 ５,２００ 

消防局長 フッ化たん白泡 

（耐アルコール型） 
３,０００ 

臨港消防署浮島出張所 

水成膜泡 １２,８００ 

消防局長 フッ化たん白泡 

（耐アルコール型） 
７,０００ 

 

（ＥＮＥＯＳ株式会社根岸製油所） 

 

 

 

 

（横浜市）＋（川崎市）＋（ＥＮＥＯＳ）＝44,000リットル（合計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

貯蔵場所 消火薬剤の種類 数量（ℓ） 管理責任者（職） 

神奈川消防署浦島消防出張所 水成膜泡 ５,０００ 神奈川消防署長 

金沢消防署東富岡消防出張所 水成膜泡 ２,０６０ 金沢消防署長 

貯蔵場所 消火薬剤の種類 数量（ℓ） 管理責任者（職） 

根岸製油所構内 水成膜泡 ８,９４０ 環境安全グループ

マネージャー 
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●岡山県 

 

【石油コンビナート等防災本部の配置人員】             本部員名簿（令和２年３月） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区分 号 本部員

本部長 － 岡山県知事

本部長代理 － 岡山県副知事

本部員 1 中国四国管区警察局長

〃 中国四国産業保安監督部長

〃 水島海上保安部長

〃 岡山労働局長

〃 中国地方整備局長

2 陸上自衛隊第１３特科隊長

3 岡山県警察本部長

4 岡山県副知事

〃 岡山県公営企業管理者

〃 岡山県危機管理監

〃 岡山県備中県民局長

〃 岡山県備中保健所長

〃 岡山県備中県民局水島港湾事務所長

5 倉敷市長

〃 笠岡市長

7 倉敷市消防局長

〃 笠岡地区消防組合消防本部消防長

8 水島コンビナート地区保安防災協議会会長

〃 ＪＦＥスチール株式会社西日本製鉄所（福山地区）副所長

9 岡山地方気象台長

〃 玉野海上保安部長

〃 岡山県教育委員会教育長

〃 日本赤十字社岡山県支部事務局長

〃 公益社団法人倉敷市連合医師会副会長

〃 一般社団法人笠岡医師会理事

〃 日本放送協会岡山放送局長

〃 ＲＳＫ山陽放送株式会社社長

〃 岡山放送株式会社社長

〃 テレビせとうち株式会社社長

〃 西日本電信電話株式会社岡山支店長

〃 水島港湾災害対策協議会会長

〃 倉敷市副市長

〃 倉敷市総務局危機管理監

〃 公益社団法人岡山県看護協会長

〃 倉敷市女性防火クラブ連絡協議会長



 

 

     31 

 

 

第３章 石油コンビナートの防災体制 

 

【防災本部所掌事務】 

岡山県石油コンビナート等防災計画を作成し、及びその実施を推進する。 

県下の特別防災区域に係る防災に関する調査研究を推進する。 

県下の特別防災区域に係る防災に関する情報を収集し、これを関係者に伝達する。 

県下の特別防災区域に係る災害が発生した場合において、県、関係特定地方行政機関、関係市町村、関 

係公共機関、県内の公共的団体及び県下の特別防災区域に所在する関係事業所その他特別防災区域の防 

災上重要な施設の管理者が岡山県石油コンビナート等防災計画及び福山・笠岡地区石油コンビナート等 

防災計画に基づいて実施する災害応急対策及び災害復旧に係る連絡調整を行う。 

また、必要に応じて、現地調整連絡院を派遣し、災害発生の現地における情報収集及び関係機関との調 

整を行う。 

現地消防本部に対して、災害応急対策の実施に関し必要な指示を行う。 

県下の特別防災区域に係る災害が発生した場合において、関係特定地方行政機関を除く国の行政機関及 

び他の都道府県との連絡を行う。 

その他特別防災区域に係る防災に関する重要な事項の実施を推進する。 

 

【防災資機材等】 

 石油コンビナート等防災計画には、県の業務として、泡消火薬剤等の防災資機材の備蓄が含まれ、応援 

可能（移動可能）な化学消火薬剤等を県所有分として備蓄している。 
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岡山県所有の化学消火薬剤等 84,650リットル（合計） 
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また、県内における石油コンビナート災害に係る防災行政機関の防災力は次のとおりである。 
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第３章 石油コンビナートの防災体制 

３ 消防本部 

 

●市原市消防局              

石災法に基づき千葉県内では

京葉臨海北部地区（船橋市、市川

市）、京葉臨海中部地区（千葉市、

市原市、袖ケ浦市）、京葉臨海南

部地区（木更津市、君津市）の３

地区が石油コンビナート等特別

防災区域に指定されている。こ

の中で市原市は隣接する千葉

市、袖ケ浦市と共に京葉臨海中

部地区を形成しており、特定事

業所数は 36 事業所（１種 16 事

業所のうちレイアウト 15 事業

所、２種20事業所）で、多量の

石油類の貯蔵・高圧ガス等の処

理や貯蔵に対応して防災資機材等の整備が図られ

ている。 

 また、市原市消防局では、中央消防署にエネルギー産業基盤災害即応部隊（ドラゴンハイパー・コマン 

ドユニット）を配置するほか、特別防災区域を管轄する八幡消防署、五井消防署及び姉崎消防署の３署に 

３点セット等を配置し、現況は次のとおりである。 

 

【石油コンビナート等対応車両・資機材】 

１ 中央消防署 

配置消防車両 消防力の基準の状況 実際の配置状況 

指揮車 ― １ 

大容量送水ポンプ車（ドラゴン） ― １ 

大型放水砲搭載ホース延長車（ドラゴン） ― １ 

 

２ 八幡消防署 

配置消防車両 消防力の基準の状況 実際の配置状況 

大型化学消防車 １ ― 

大型高所放水車 １ ― 

泡原液搬送車 １ １ 

大型化学高所放水車 ― １ 

消防ロボットシステム（スクラムフォース）                                             ― １ 

※ 平成 29年２月に、大型化学消防車及び大型高所放水車の能力条件を満たす「大型化学高所放水車」に仕様を変更し運

用している。 

市原市における消防局・消防署・分署の配置状況の一部抜粋図 

（いちはらの消防2020年より） 
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３ 五井消防署 

配置消防車両 消防力の基準の状況 実際の配置状況 

化学車 １ １ 

※ 化学車については、地域実情（石油コンビナート地区）を考慮し、動力ポンプにＡ１級ポンプを搭載して消火能力の強

化を図っている。また、当該車両は、エネルギー産業基盤災害即応部隊（ドラゴンハイパー・コマンドユニット）の消

火小隊の編成車両として登録されている。 

 

４ 姉崎消防署 

配置消防車両 消防力の基準の状況 実際の配置状況 

大型化学消防車 １ １ 

大型高所放水車 １ １ 

泡原液搬送車 １ １ 

※ 当該３点セットは、エネルギー産業基盤災害即応部隊（ドラゴンハイパー・コマンドユニット）の編成車両であるため、

令和２年３月に「大型化学消防車」を更新した際、動力ポンプＡ１の仕様（最大放水量4,000ℓ）を変更し消防力の強化

を図った。 

 

 

 

 

 

●東京消防庁              

石油コンビナート等特別防災

区域である東京国際空港地区は

東京都大田区の南東に位置して

おり、蒲田消防署が管轄してい

る。 

特定事業所は 1 事業所で、東

京国際空港の南東にあるＤ滑走

路誘導路の西側に所在する東京

国際空港事務所空港東庁舎に隣

接している。 

東京消防庁の主な石油コンビ

ナート等対応車両・資機材は次

のとおりである。 

 

【石油コンビナート等対応車両・資機材】 

配置消防車両 消防力基準の状況 実際の配置状況 

大型化学消防車 １ ６台 
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大型高所放水車 １ ３台 

泡原液搬送車 １ ８台（※） 

大型化学高所放水車  ３台 

化学消防車  ４２台 

※資機材搬送車を含む 

 

●川崎市消防局              

石油コンビナート等特別防災

区域は市域の南端に集約されて

おり、特定事業所 50 事業所（１

種24事業所うちレイアウト16事

業所、２種 26 事業所）が立地し

ている。 

特別防災区域の管轄署は臨港

消防署であり、臨港消防署におけ

る３点セット配置状況は次のと

おりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【臨港消防署内３点セット配置状況】 

  配置消防車両 消防力基準の状況 実際の配置状況 

大型化学消防車（※１） １ ２ 

大型高所放水車（※２） １ １（非常用） 

泡原液搬送車 １ ０※３ 

大型化学高所放水車 

（※１及び※２の代替となる。） 
 １ 

※３石油コンビナート災害の際は、配置されている水槽車の水槽中身を薬液に入れ替え対応 
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●四日市市消防本部            

石油コンビナート等特別防

災区域は、第１コンビナート

（18事業所）、第２コンビナ

ート（５事業所）及び第３コ

ンビナート（11事業所）の３

地区により四日市臨海地区を

形成しており、特定事業所数

は34事業所（１種16事業所

のうちレイアウト11事業所、

２種18事業所）が立地してい

る。 

特別防災区域を管轄する消

防署は中消防署、北消防署及び

南消防署の３署であり、３点セ

ットの配置状況は次のとおり

である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【石油コンビナート等対応車両・資機材】 

配置消防車両 消防力基準の状況 実際の配置状況 

大型化学消防車（※１） ２ １ 

大型高所放水車（※２） ２ １ 

泡原液搬送車 ２ ２ 

 

                

 
 

令和 2年 4月 1日現在 

中消防署 

南消防署 

北消防署 

消防本部 

四日市臨海地区特定事業所配置図 
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大型化学高所放水車 

（※１及び※２の代替となる。） 
 １ 

 

４ 消防庁 

 

【エネルギー産業基盤災害即応部隊】 

東日本大震災では、石油コンビナートなどで広範囲に被害があり、石油等のサプライチェーンに影響 

を与えた。これを踏まえ消防庁では、石油コンビナートなどのエネルギー・産業基盤の被災に備え、緊急

消防援助隊にエネルギー産業基盤災害即応部隊（ドラゴンハイパー・コマンドユニット）を編成した。 

 エネルギー産業基盤災害即応部隊の詳細については、別添２及び別添３のとおりである。 

 なお、別添２及び別添３を基にした、配備12消防本部における部隊運用方法、災害活動実績、4,000ℓ／

分以上（～8,000ℓ／分）放水時の部隊構成及び訓練実績は次のとおりである。 

 

部隊運用（●） 
災害活動 

の実績 

4,000ℓ/分以上（～8,000ℓ/分）放水時または 

泡放水時の部隊編成及び訓練実績 

通常 乗換 
非常 

参集 
活動概要 

部隊構成 

※ケース別に部隊編成を別にしている本部もあることから、

本部数の合計＝12本部にはならない。 

4,000ℓ/分以上の放水(泡放水) 

を伴う複数台消防車両を用いた 

訓練実績 

１ 

本部 

７ 

本部 

４ 

本部 

火災４件 

 

排水１件 

 

送水１件 

・放水砲車 

   ←大容量送水ポンプ車 

８ 

本部 

大型放水砲搭載ホース延長車、大

容量送水ポンプ車 

３ 

本部 

大型放水砲搭載ホース延長車、大

容量送水ポンプ車、大型化学車等 

３ 

本部 
・放水砲車 

   ←大型化学車など 

６ 

本部 大型放水砲搭載ホース延長車、大

容量送水ポンプ車、大型化学車、

ポンプ車 

１ 

本部 ・放水砲車 

←大容量送水ポンプ車 

＋大型化学車など 

３ 

本部 大型放水砲搭載ホース延長車、大

容量送水ポンプ車、化学車、大型

化学高所放水車 

１ 

本部 

・放水砲車 

←ポンプ車 

１ 

本部 

 

大型放水砲搭載ホース延長者、ポ

ンプ車 

１ 

本部 

・想定なし 
１ 

本部 

化学車２台、消防艇 
１ 

本部 

実績なし 
１ 

本部 

 

【スクラムフォース】 

 東日本大震災でのＬＰＧ貯蔵施設の爆発火災や、姫路市の製造所での爆発火災の教訓を踏まえ、消防庁 

では平成26年度から、消防隊員が現場に近づけないような石油コンビナート災害において、その災害の拡 

大抑制を行う消防ロボットシステムの研究開発を進めてきた。そして令和元年５月、実戦配備型の消防ロ
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ボットシステム『スクラムフォース』が完成し、千葉県市原市に配備した。 

 スクラムフォースは、消防隊員が現場に近づけない大規模な火災や特殊な災害において“ロボット自身 

が判断して行動する自律技術”“ロボットが相互に情報交換し活動する協調連携技術”“耐放射熱技術”を 

活用したロボットシステムで、飛行型・偵察監視ロボット、走行型・偵察監視ロボット、放水砲ロボット

及びホース延長ロボットの４台で構成される。 

 スクラムフォースの詳細については、別添４のとおりである。 

 

【市原市消防局のスクラムフォース活用実績】 

（地図データ取得） 

時期 対象事業所 住所 備考 

平成30年度 

ＪＸＴＧエネルギー株式会社千葉製油所 

（現）大阪国際石油精製株式会社千葉製油所 

市原市千種海岸１番地  

※１ 
コスモ石油株式会社千葉製油所 市原市五井海岸２番地 

出光興産株式会社千葉事業所 市原市姉崎海岸２番地１ 

令和元年度 

富士石油株式会社袖ヶ浦製油所 袖ケ浦市北袖１番地 

※２ 

丸善石油化学株式会社千葉工場 市原市五井南海岸３番地 

ＪＸＴＧエネルギー株式会社根岸製油所 

（現）ＥＮＥＯＳ株式会社千葉製油所 

横浜市磯子区鳳町１番地１ 

令和２年度 ＥＮＥＯＳ株式会社川崎製油所 川崎市川崎区浮島町６番地 

※１：消防研究センターが実施 

※２：消防研究センターと市原市消防局が実施 

 

（訓練） 

 ・ 原則、月２回の訓練を実施 

 ・ 飛行型偵察・監視ロボットについては、原則月20分以上の飛行訓練を実施 

 ・ 令和２年度緊急消防援助隊関東ブロック訓練に参加予定であったが、台風等の影響により、中止 

 ・ 第６回緊急消防援助隊全国訓練に参加予定（静岡県） 
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第２節 巡回監視体制 

１ 特定事業所 

 

●Ａ事業所 

 各プラントの防災要員は、自部署内のパトロールを実施。 

 なお、製造所内の定時巡視は、外部業者に委託している。 

   

●Ｂ事業所 

 点検所管部署の作業基準に基づき、タンク等の日常点検を実施。 

例）高圧ガス貯槽の日常点検内容 

   

●Ｃ事業所 

 防災警備業務の中で、巡回監視に係る次の事項について実施している。 

通報・連絡業務 
施設等の異常発生時は、基地防災規程に基づき社

内外通報及び連絡を実施 

警備業務 

基地内への不審者の侵入及び異常事態を察知する

ため、内部規定に基づく入出門管理、巡回・監視を

行い、危害の未然防止を図る。 

 

また、警備防災要員の勤務基準表は次のとおりである。 

 

タンク本体 腐食、損傷、漏洩のないこと 

弁 腐食、損傷、漏洩のないこと 

圧力計 腐食、損傷、漏洩のないこと、圧力が管理範囲内であること 

配管 腐食、損傷、漏洩のないこと 

接地 取付け状態が良いこと 
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第３章 石油コンビナートの防災体制 

第３節 コンビナートに対する主な検査体制（立入検査の状況など） 

   石油コンビナート等災害防止法、高圧ガス保安法及び消防法では、公共の安全の維持又は災害の発

生の防止のために、都道府県及び消防本部による特定事業所等に対する立入検査を規定している。 

 

１ 都道府県 

 

●神奈川県 

 県内には、京浜臨海地区石油コンビナート及び根岸臨海地区石油コンビナートが存在し、県は、石災法

及び高圧ガス保安法が適用される事業所について、立入検査等を行っている。 

 県では、災害予防対策の取組状況を把握することにより災害予防対策の推進に活用し防災力向上を図る

ことを目的として、年度ごとに検査の目的・内容を定めて、石油コンビナート等防災計画に係る予防対策

取組状況を調査している。なお、調査結果は、年度末に行う防災管理者等研修会・コンビナート事業所保

安対策推進連絡会にて報告している。 

 また、立入検査時には対象事業所の施設に応じ、次の機関と合同で実施している。 

  ・ 神奈川労働局 

  ・ 関東東北産業保安監督部 

  ・ 第三管区海上保安本部（横浜海上保安部、川崎海上保安署） 

  ・ 神奈川県警察本部 

  ・ 神奈川県（消防保安課、薬務課） 

  ・ 検査対象事業所の所在する市の行政機関 

（川崎市総務企画局危機管理室、横浜市消防局、川崎市消防局） 

近年の立入検査の実施対象事業所は次のとおりである。 

 

【立入検査実施対象事業所（平成30年度～令和２年度)】 

 

 
石災法 立入検査 高圧ガス保安法 立入検査 

平成30年度 37事業所 30事業所 

令和元年度 27事業所 53事業所 

令和２年度 18事業所 - 

 

●岡山県 

県内には、水島臨海地区石油コンビナート及び福山･笠岡地区石油コンビナートが存在し、県は、高圧ガ

ス保安法のうちコンビナート保安規則が適用される事業所について、立入検査等を行っている（その他の

規則が適用される事業所については、市町村（消防本部）に権限委譲している。）。 

県では、高圧ガス保安検査員（非常勤）を１名置き、高圧ガス検査態勢を強化することにより、施設基

準の遵守、コンプライアンスや安全管理の指導徹底を図っている。 
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第３章 石油コンビナートの防災体制 

近年の立入検査については次のとおりであり、必要な指導は保安検査等の際に併せて行うこととしてい

る。 

 

【立入検査の状況（平成30年度～令和２年度）】 

 

 
完成検査 開放検査 保安検査 総計 

平成30年度 68 50 101 219 

令和元年度 39 42 72 153 

令和２年度 

（令和２年12月末現在） 
26 27 48 101 
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第３章 石油コンビナートの防災体制 

２ 消防本部 

消防本部では、消防法第16条の５及び石災法第40条に基づく危険物施設及び特定事業所に対する立

入検査を実施している。 

 

●市原市消防局 

全事業所を３年周期で検査できるように危険物施設の定期立入検査を行っている。 

また、事故多発や事業所の合併等の特別な場合及び緊急に立入検査が必要な場合については、特別立入

検査または緊急立入検査を行っている。 

近年の立入検査の実績は次のとおりである。 

 

【令和元年度】 

区分 実績 

定期立入検査 特定事業所13事業所に対して実施 

特別立入検査 

または緊急立入検査 
なし 

 

●東京消防庁 

特定事業所の立入検査を次のとおり実施している。 

 

対象事業所 特定事業所（１事業所） 

実施頻度 年１回以上 

検査対象 ●消防法16条の５に基づく立入検査：屋外タンク貯蔵所、移送取扱所、一般取扱所、屋内貯蔵所、屋

外貯蔵所、航空機給油取扱所、移動タンク貯蔵所 

●石災法40条に基づく立入検査：屋外給水施設、非常通報設備、自衛防災組織の体制 等 

※化学消防自動車等、経過措置期間中の防災資機材については、正式運用後に検査 

対象として追加される予定 

検査員 管轄消防署分署予防指導係員（２名以上） 

実施要領 点検記録等の書類確認後、現地査察を実施 
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●川崎市消防局 

原則、毎年度、「危険物事故発生事業所特別立入検査」、「石油化学工場等の特別立入検査」及び「特定事

業所の夜間立入検査」を実施している。 

近年の立入検査の実績は次のとおりである。 

 

【令和元年度、危険物事故発生事業所特別立入検査結果】 

実施期間 令和元年12月18日～令和２年２月28日 

検査対象 前年度に危険物に係る事故を発生させた10事業所 

検査員 消防局予防部危険物課員及び消防署予防課員 

内容 事故発生の原因に対する再発防止対策の取組み状況の確認 

 

【石油化学工場等の特別立入検査】 

実施期間 令和元年６月３日～令和元年11月27日 

検査対象 特定事業所40事業所等 

検査員 消防局予防部危険物課員及び消防署予防課員 

内容 書類関係及び現場関係（維持・管理、位置・構造・設備、貯蔵・取扱い等） 

 

【令和元年度特定事業所の夜間立入検査】 

実施期間 令和元年11月１日～令和２年１月14日 

検査対象 第１種事業所９事業所、第２種事業所８事業所及び共同防災組織２組織 

検査員 消防局予防部危険物課員及び消防署予防課員 

検査内容 適正な人員配置（副防災管理者、防災要員、消防技術説明者、地震時の対応） 

※夜間における防災体制について、３か年計画を立て、管内全ての特定事業所（50 事業所）及び共同防災組織（４組織）

を確認検査することとしている。 

 

また、石災法第15条第２項に基づき、特定事業所が特定防災施設等の設置に係る検査を、例年10件程

度実施している。 

その際のフローチャートは、次のとおりである。 

 

【検査フローチャート】 

        （設置完了から７日以内）       （すみやかに検査の上、交付） 

  

特定事業者
届出

（設置届出書）
市町村長等

交付

（検査済証）
特定事業者



 

 

     45 

 

 

第３章 石油コンビナートの防災体制 

●四日市市消防本部 

コンビナート事業所における危険物施設については概ね２年に１回、防火対象物は概ね５年に１回以上

の検査頻度となるように計画し実施している。 

 近年の立入検査の実績は次のとおりである。 

【令和元年度 コンビナート事業所立入検査】 

実施期間 令和元年４月１日～令和２年３月31日 

検査対象 コンビナート事業所の危険物施設1,021施設及び防火対象物169棟 

検査員 消防本部予防保安課員 

 

また、石災法第15条第２項に基づき、特定事業所が特定防災施設等の設置に係る検査を、例年20件程

度実施している。 
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第３章 石油コンビナートの防災体制 

第４節 コンビナート災害対応車両・資機材の維持管理体制 

   特定事業所には特定防災施設等の設置義務とともに維持管理義務が課せられると同時に、設置時の

届出やその完了につき検査を受けることとなっている。 

   また、特定事業者に義務づけられた防災資機材等についても、維持管理について防災規程に定める

こととされており、その詳細については消防庁通知によって示されている。 

 

【特定防災施設等の届出及び検査】 

届出期日 添付図書 備考 

工事が完了した

日から７日以内 

S51.7.14消防庁告示第７号のとおり。以下主なもの 

・流出油等防止堤 

 配置図 

 構造図 

 排水に係る開閉設備の構造図 

 容量及び強度に係る強度計算書  

 

・消火用屋外給水施設 

 配置図 

 水源の構造図、説明書 

 配管の系統図、損失計算書 

 消火栓構造図 

 加圧ポンプの容量、駆動機等の計算書 

 送水能力、非常電源種別、容量、系統等の説明書  

 

・非常通報設備 

 配置図 

 無線局免状写し、有線電気通信設備設置許可状の

写し、通信できる消防機関や関係事業所の名称、所在

等の説明書 

特定防災施設等の増設、移設又は届出に係る位置、

構造若しくは能力の変更を伴う改造（主要構造の変

更がない場合除く）については、当該変更に係る特

定防災施設等の全体について法 15 条第２項の適用

を受けるため届出を行い、検査を受けなければなら

ない。 

法第 15 条第２項が求める届出は、施設の設置後

に行うこととされているが、事前の指導を否定して

いるものではなく、必要に応じて法第 39 条に基づ

く報告の徴収を行うことも考えられる。 

 

【特定防災施設等と防災資機材等の点検等】 

 法 政令 省令 告示・通知 

特定防災施設等 〔法第15条第三項〕主務省令で

定めるところにより定期に点検

を行い、点検記録を作成し、これ

を保存しなければならない。 

－ 〔施設省令第15条〕 

点検は、外観点検、機能点検及び

総合点検として、それぞれ年１回

以上実施しなければならない。 

点検は、施設省令で定める基準に

適合しているか否かについて行

い、実施方法については消防庁告

示で示されている。 

〔S51.７.14 消防庁告示８

号〕により各点検を実施す

る。 
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防災資機材等 〔法第18条〕 

主務省令で定めるところによ

り、自衛防災組織が行うべき防

災業務に関する事項について防

災規程を定めなければならな

い。 

－ 〔施設省令第 26 条第１項第８

号〕 

 防災規程に、特定防災施設等及

び防災資機材等の点検に関する

ことを定めなければならない。 

〔H５.６.14 消防特第 132

号〕防災資機材等の維持管理

要領について示されている。 

日常点検、始業点検等が適切

に行われていることを前提

として概ね、３ヶ月ごとに外

観点検、６ヶ月ごとに機能点

検、１年ごとに総合点検とし

ている。 

１ 特定事業所 

●Ａ事業所

防災資機材を防災庫に保管し、適宜維持・管理を行っている。

●Ｂ事業所

消防計画において各種施設及び設備に係る点検を規定しており、適宜それらの内容を含み「防災管理点

検」を実施している。 

●Ｃ事業所

事業所消防隊運用規則において防消火設備等及び点検整備について規定している。

消防隊が管理する防消火設備は、次表のとおりであり、消防隊長は、消防訓練又は応急活動で防消火設

備を使用したときは、その後の応急活動に支障がないよう速やかに補充・整備しておくものとしている。 
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第３章 石油コンビナートの防災体制 

２ 都道府県 

 

●神奈川県 

 化学消火の応急的措置の効果をあげることを目的として、購入した化学消火薬剤（以下「消火薬剤」と 

いう。）の備蓄及び管理を委託するため必要な事項について、神奈川県化学消火薬剤備蓄管理要綱で規定し 

ている。 

 

【神奈川県化学消火薬剤備蓄管理要綱（抜粋）】 

項目 内容 

貯蔵・管理 
・緊急時の搬送を妨げない場所とすること。 

・協定書等に定めた場所に貯蔵すること。 

使用の手続き等 

・災害時、備蓄管理者（備蓄の管理を委託された者）は、一次的には当該備蓄管理者が保有す

る消火薬剤を使用し、不足する場合は、受託した消火薬剤を使用する。 

・委託した消火薬剤は、県内事業所が行う防災訓練に使用することができる。 

検査 知事は、消火薬剤の貯蔵又は管理の状況について、必要に応じて検査することができる。 

補填 
備蓄管理者は、受託した消火薬剤を使用し、又は減損した場合には当該備蓄管理者がこれを

補填する。 

受託数量等の記録 
受託備蓄管理者は、受託を受けた年度毎に消火薬剤の数量、使用数量及びその残高数量が明

らかに分かるように記録しておかなければならない。 

 

●岡山県 

 石油コンビナート等防災計画において、防災関係機関は及び関係事業所は、災害発生の防止及び災害が

発生した場合に迅速、かつ有効な防災活動を実施するため、防災施設・化学消防車・消火薬剤・オイルフ

ェンス等の防災資機材の整備を図るものとしている。 

 なお、県が重点的に取り組む事項は次のとおりである。 

 

 ・災害時における応急対策の実行を図るため、岡山県防災資機材センターにおける防災資機材の整備に

努める。 

 ・市の要請に基づき防災資機材の調達斡旋を行う。 

 ・他県との広域相互応援体制の整備に努める。 

 ・津波防災地域づくりに関する法律に基づく津波浸水想定、津波災害警戒区域の設定等を行う。 

 

３ 消防本部 

 

●市原市消防局 

市原市消防職員服務規程に基づき、日夕点検、日朝点検を実施し、安全運転マニュアル及びその他通知

文により、一般的な点検の内容を次のとおり規定している。 
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【（消防車両）点検種類及び内容】 

点検種類 内容 

日夕点検 運転者が、午後８時に緊急自動車の点検、緊急自動車の搭載装置等の作動点検を実施 

日朝点検 
運転者及び小隊長が、道路運送車両法第 47 条の２に規定する点検（灯火装置の点灯、制動装置の作

動その他の点検）を実施 

週末点検 安全運転管理者及び運転者が、週末１回、車両全般の保守点検を実施 

毎月点検 安全運転管理者及び運転者が、毎月１回、車両全般の保守点検を実施 

定期点検 
安全運転管理者が、道路運送車両法第 48 条に規定する定期点検（３月点検、６月点検、１年点検）

を外注整備 

 

【（警防用資器材）点検種類及び内容】 

点検種類 内容 

日常点検 
当務員が、引継ぎ交代後及び使用後、警防用資器材の外観及び機能点検等を実施し、常に使用可能な

状態にするもの 

週末点検 運転者及び小隊長が、週末に警防用資器材の定期点検を実施し、数量及び異常有無を確認 

法定点検 業務委託する点検業者により、法令に基づく点検を必要とする警防用資器材について実施 

緊急点検 緊急に点検を実施する必要があるときに実施 

 

●東京消防庁 

 東京消防庁消防装備及び技術管理並びに職員の装備技能育成に関する規程に基づき、車両等の維持管理

を行っている。 

 

【（消防車両）点検種類及び内容】 

点検種類 内容 

所属点検整備 

交替時点検整備 

⑴ 道路運送車両法（昭和26年法律第185号。以下「車両法」という。）第47

条の２に定める日常点検整備に基づき、点検整備基準により行うものとする。 

⑵ 消防器具の主要部分について，点検整備基準により行うものとする。 

⑶ 一次点検整備と二次点検整備に区分し，一次点検整備は，交替時に行い，

二次点検整備は，交替後に行うものとする。 

使用後点検整備 
機器を使用した後に交替時点検整備に準じて必要な箇所の点検整備を行うもの

とする。 

毎月点検整備 機器について，毎月１回，点検整備基準により行うものとする。 

法定点検整備 
車両法第 48 条に定める定期点検整備に基づき，点検整備基準により行うものと

する。 

工場点検整備 

計画点検整備 法定点検及び法定整備等のため計画的に行う。 

故障点検整備 
故障した機器，交通事故により損傷した機器又は機能等の低下した機器に対して

行う。 

改造整備 機器操作時の安全性及び操作性の向上のため改造が必要な機器に対して行う。 

その他の点検整備 上記以外に行う点検整備 
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【更新計画】 

車両及び資機材を耐用年数に応じて計画的に更新している。 

 

●川崎市消防局 

 川崎市消防局警防規程等に基づき、車両の点検について次のとおり規定している。 

 

【（消防車両）点検種類及び内容】 

点検種類 内容 

運行前点検等 
運転者が、運行開始前及び運行終了後に、道路運送車両法第47条の２に規定する点検（灯火装置

の点灯、制動装置の作動その他の点検）を実施 

毎日点検 運転者が、交代時に、緊急自動車の点検、緊急自動車の搭載装置等の作動点検を実施 

毎月点検 
整備管理者及び整備担当者が、毎月１回、車両全般の保守点検（「運行前点検等」と同じ内容）を

実施 

特別点検 
整備管理者、整備担当者又は運転者が、毎年４月１日から６月30日までの間に、車両全般につい

て、かじ取り装置、制動装置、走行装置その他の点検を実施 

定期点検 
車両管理責任者が、道路運送車両法第48条に規定する定期点検（３月点検、６月点検、１年点検）

を外注整備 

 

【（警防用資器材）点検種類及び内容】 

点検種類 内容 

日常点検 
当直員が、引継ぎ交代後及び使用後、警防用資器材の外観及び機能点検等を実施し、常に使用可能

な状態にするもの 

定期点検 保管責任者が、毎月１回警防用資器材の保守点検を実施し、数量及び異常有無を確認 

法定点検 業務委託する点検業者により、法令に基づく点検を必要とする警防用資器材について実施 

年次点検 保管責任者が、消防用ホース、ガス検知器等について実施。必要に応じて、業者に点検を委託。 

緊急点検 緊急に点検を実施する必要があるときに実施 

 

●四日市市消防本部 

 要綱等に規定はないが、次のとおり点検を実施している。 

 

実施者 点検種類 内容 

現場職員 
日常点検（毎日２回） 

車両及び設備全般の作業点検など 
月例点検（毎月１回） 

業者委託 定期点検、法定点検、車検 
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第５節 災害時の通報・受信体制 

 

【石災法による通報・受信体制】 

石災法第23条によって特定事業者に異常現象の通報義務が課される他、石油コンビナート等防災計画 

に基づき、通報がなされた消防署又は市町村長は、石油コンビナート等防災本部、警察署、海上警備救 

難その他の関係機関への通報義務が課されている。 

 

【火災・災害等即報要領に基づく報告体制】 

昭和59年10月15日消防災第267号に基づき、消防本部から都道府県、消防庁へ報告すべき火災・災害 

等が定められている。 

 

（一般基準） 

・死者３名以上 

 ・死者及び負傷者の合計が10人以上 

  

（石油コンビナート等特別防災区域内の事故） 

・危険物、指定可燃物、高圧ガス、可燃性ガス、毒劇物等を貯蔵、取扱う施設の火災又は爆発事故 

 ・危険物、高圧ガス等の相当程度の漏えいで、応急措置を必要とするもの 

 ・周辺地域に影響を与え又は与えるおそれがあるもの、その他社会的影響度が高いもの  

 

また、異常現象の定義や通報については、石災法によるほか、昭和59年７月13日消防地第158号（平

成24年３月30日消防特第62号最終改正）通知によって定められており、全体的なフローは次のとおりと

なっている。 
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【通報体制の実情】 

１ 特定事業所 

 

●Ａ事業所 

 事業所通報連絡基準において、異常現象等が発生した場合の通報連絡を定めている。 

通報連絡の原則として、異常現象等を覚知した場合、直ちに通報連絡を行うものとし、原因調査等の 

ために遅らせてはならないものとしている。 

 

（異常現象等が発生した際の通報連絡系） 

  

【平日・昼間】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

異常現象の発生に対する対応（事故に該当しない場合） 
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【夜間・休日】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【各機関への通報連絡に係る特記事項】 

 ・消防本部（119番）への通報連絡 

  ●●地区は、119番通報後、下記「災害情報用紙」に発災部場からの情報を記入して、「○○共同指

令センター」及び「○○消防本部」にFAX連絡を行う。 

・パネル室等への通報連絡 

第１発見者は、火災報知器、ページング、PHS等を用いて異常現象等の連絡をパネル室等に行うこ

と。 
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・保安センターへの通報連絡 

  ●●地区は、発災部場からの情報を下記「災害発生時の最先着消防隊への情報提供シート」に記入し 

て、消防技術説明者に渡すこと。 

 ・関係諸官庁（※）への通報連絡 

  通報連絡内容は、①事業所名②発生時間、発生場所③発生現象④負傷者の有無⑤通報者の氏名⑥その 

他必要と思われる事項、とする。 

  ※関係諸官庁：官公庁並びに共同防災、近隣事業所等を含めた関係先 

   



 

 

     57 

 

 

第３章 石油コンビナートの防災体制 
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●Ｂ事業所 

 防災規程において、異常現象発生時の緊急通報フローを定めており、異常現象が発生した際は、消防機 

関及び関係部署に速やかに通報するものとしている。 

 

【異常現象発生時の緊急通報フロー】 
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 なお、初動対応（通報含む）の１例は次のとおりである。 

 

【貯槽及び周辺における火災発生時の措置】 

 １）発災を覚知 

 ２）保安センター及び関係部署へ連絡、通報 

 ３）状況を確認、上司へ報告 

 ４）状況により対策本部を設置 

 ５）付近への立入り、通行禁止措置 

 ６）周辺職場へ避難指示 

 ７）遮断弁等の閉止 

 ８）消火活動 

 ９）鎮火確認 

 

●Ｃ事業所 

 防災規程内「異常現象に対する措置」において、緊急時の措置、異常現象の基地外の通報、災害広報、

応援要請、異常状態の報告及び事後処理等が規定されており、緊急時の通用系統図は次のとおりである。 
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また、海域における流出事故「災害」については、「海上保安部」→「県消防防災課」→「県知事を本

部長とする災害対策本部」の系統で情報が伝達される。 
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２ 都道府県 

 

●神奈川県 

石油コンビナート等防災計画において、災害情報の連絡及び報告が定められており、災害情報の連絡及

び報告は、有線又は無線電話若しくは徒歩連絡等状況に応じ、最も迅速な方法で行うとしている。 

 

【発災時の連絡体系】 

 

【防災本部等への災害発生報告】 

消防組織法40条に基づき、火災・災害等即報要領第２号様式（※下記様式参照）により逐次行い、そ

の手続きは、次のとおりとしている。 

     ① 即報基準該当事案発生後、関係市は防災本部に即報を行う。 

     ② 防災本部は、情報を整理し、消防庁に即報を行う。 

     ③ 直接即報基準該当事案発生後、関係市は、防災本部及び消防庁に即報を行う。 

     ④ 防災本部は、関係市からの報告を入手後速やかに消防庁に報告を行うとともに、関係市からの報 

告を待たずに情報を入手したときは、直ちに消防庁に対して報告を行う。 
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【第２号様式】 
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●岡山県 

石油コンビナート等防災計画において、災害発生の通報及び報告が定められており、異常現象発生時に

おける通信連絡は、有線電話・無線電話等のうち最も迅速かつ的確な方法で実施することとするとされて

いる。 

 

【異常現象が発生した際の通報伝達系統】 
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【報告の種類及び実施機関】 

（災害速報） 

・倉敷市消防局は、報告書（様式１）の項目について電話等により、防災本部（県消防保 安課）へ 

逐次速報する。 

・防災本部（県消防保安課）は、状況に応じて関係機関に災害情報を伝達するとともに、 消防庁に 

速報する。 

（災害状況報告） 

倉敷市消防局は、全ての災害応急措置が完了した後、速やかに報告書（様式１）により、防災本部へ 

報告する。 

（災害報告） 

 防災本部（県消防保安課）は、災害状況、関係機関の応急措置等をとりまとめの上、消防 庁に報告 

する。 

 なお、必要に応じて関係機関に報告書を送付する。 
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３ 消防本部 

 

●市原市消防局 

市原市消防局では、消防組織法第40条の規定に基づき消防庁長官が求める消防関係報告に規定する火災・

災害等に関する即報について、火災・災害等即報要領に規定しており、「即報基準」及び「直接即報基準」

並びに即報フローについては、次のとおりである。  

 

【石油コンビナート関連即報基準及び直接即報基準】     

即報基準 直接即報基準 

（一般基準） 

 ・死者３人以上 

 ・死者及び負傷者の合計10人以上 

 ・自衛隊に災害派遣要請したもの 

 

（個別基準：石油コンビナート関係） 

＜特別防災区域内の事故＞ 

 ア 危険物施設、高圧ガス施設等の火災又は爆発事故 

 イ 危険物、高圧ガス、毒性ガス等の漏洩で応急措置を必要とす

るもの 

  ウ 特定事業所内の火災（ア以外の火災） 

 

 

左記ア及びイ 

 

【即報フロー】※都道府県への即報報告様式 → 第２号様式（上記様式参照） 
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●東京消防庁 

【通報及び情報連絡体制】 

 東京国際空港地区で発生した異常現象の通報は、119番等により当庁の災害救急情報センターへ通 

報される。通報受信時は、次の内容を聴取する。 

 

第１報 (ｱ) 異常現象の種別、内容（航空燃料の漏えい等） 

(ｲ) 異常現象の発生場所（空港内のエリア、スポット、施設名等） 

(ｳ) 異常現象の態様（消防隊による活動の要否等） 

(ｴ) 傷者等の有無 

(ｵ) 通報者（事業者名、氏名等） 

第２報 (ｱ) 火災の延焼方向、流出油の範囲、ガス等の拡散状況等 

(ｲ) 初動措置の状況 

(ｳ) 消防隊の誘導方法 

(ｴ) 今後実施しようとする応急措置 

(ｵ) その他必要な事項 

 

災害を覚知した時は、次の情報連絡系統のとおり関係機関に連絡を行う。 

【情報連絡系統】 

 

 

消防庁（総務省） 

東京都石油コンビナート等防災本部 
（東京都総合防災部） 

東京都石油コンビナート等防災現地本部 

東京消防庁 

特定事業所（三愛石油）、船舶等 

海上保安部 

警視庁 

大田区役所 

防災本部 
構成機関等 

・ 
・ 
・ 

：法に基づく通報 

：110番により通報された場合 

：118番により通報された場合 

：防災計画に基づく通報 

：火災・災害等即報要領に基づく即
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【災害の報告】 

石油コンビナート等特別防災区域内で発生した災害について、表の基準に該当する火災等について東京

都知事へ即時報告をしている。また、消防庁長官に対し、報告基準に基づき併せて報告をしている。 

 

種別 東京都知事への報告基準 
消防庁長官への

報告基準 

一般基準 

次のような人的被害を生じた火災及び事故（該当するおそれがある場合を含む。）に

ついて報告する。 

ア 死者が３人以上生じたもの 

イ 死者及び負傷者の合計が10人以上生じたもの 

 

個別基準 

石油コンビナート等特別防災区域内の事故 

ア 危険物施設，高圧ガス施設等の火災又は爆発事故 

イ 危険物，高圧ガス，毒性ガス等の漏えいで応急措置を必要とするもの 

ウ 特定事業所内の火災（イ，(ア)以外のもの） 

ア及びイ 

 

●川崎市消防局 

川崎市消防局では、消防組織法第40条の規定に基づき消防庁長官が求める消防関係報告及び川崎市消防

局警防規程第62条に規定する火災・災害等に関する即報について、火災・災害等即報要領に規定してお

り、「即報基準」及び「直接即報基準」並びに即報フローについては、次のとおりである。  

     

【石油コンビナート関連即報基準及び直接即報基準】     

即報基準 直接即報基準 

（一般基準） 

 ・死者３人以上 

 ・死者及び負傷者の合計10人以上 

 ・自衛隊に災害派遣要請したもの 

 

（個別基準：石油コンビナート関係） 

＜特別防災区域内の事故＞ 

 ア 危険物施設、高圧ガス施設等の火災又は爆発事故 

 イ 危険物、高圧ガス、毒性ガス等の漏洩で応急措置を必要とするもの 

  ウ 特定事業所内の火災（ア以外の火災） 

 

 

左記ア及びイ 
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【即報フロー】 

※都道府県への即報報告様式→第２号様式（上記様式参照） 

 

●四日市消防本部 

火災・災害等即報要領（通知）及び三重県石油コンビナート等防災計画に基づいた体制を取っている。

特定事業所から消防本部への通報は、１１９番通報、一般加入電話及びＭＣＡ無線で運用している。 
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第６節 教育・訓練体制 

石災法に基づく教育訓練については、その実施についてコンビナート等防災本部に課されているととも

に、特定事業者においては、防災規程に定めることや、防災協議会などを組織し実施することとされてい

る。 

 

石災法18条１項 

特定事業者の防災規程の規定について定めており、施設組織省令26条において、防災

要員に対する防災教育の実施に関すること及び自衛防災組織に対する防災訓練の実施に

関して定めている。 

石災法31条２項 
防災本部は、石油コンビナート等防災計画において、特定事業所の職員及びその 

他の関係機関等の職員の防災教育及び防災訓練に関することを定めることとされている 

 

１ 特定事業所 

 

●Ａ事業所 

 保安教育訓練基準及び防災訓練基準を定め、訓練を実施している。 

    

【保安教育訓練】 

 各部場の環境安全衛生委員会で月度の保安教育訓練内容を検討し実施している。 

 なお、平成30年度の保安教育訓練計画及び実績は、次のとおりである。  

 

教育の種類 科目又は事項（例） 教育対象者 実施時期 実施実績 

１ 保安意識の高揚 

ＲＣ方針 全員 年初 毎月実施 

事故・災害が事業に及ぼす影響 

公共の安全確保の重要性 

２ 法規及び規定類 

労働安全衛生法及び規則等 受験者、受講者 機会 毎月実施 

消防法及び予防規程等 

高圧ガス保安法及び保安規則等 

３ 特別な保安に対 

する技術 

取扱う化学物質の安全性に関する知

識 

全員 定修前 ９月実施 

新しい保安技術に関する知識 

４ 製造又は取扱う 

原材料に関する技 

術 

原材料の物性 全員 定修前 毎月実施 

原材料の危険性又は有害性及び取扱

い方法 

５ 当該施設におけ 

る運転及び操作の 

保安技術 

製造技術 交代者全員、新

人 

毎勤務 毎月実施 

運転基準類 

運転基準類の立案及び改訂の方法 

６ 当該施設におけ 

る製造設備の保安 

技術 

保安技術 全員、交代者全

員、新人 

定修前 毎月実施 

保全方法 

保全に関する基準額 
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７ 事故災害時及び 

異常状態に対する 

教育訓練 

事故災害時の応急措置 日専者全員、交

代者全員、新人

優先、全員 

所計画通り 毎月実施 

事故災害の原因及び対策 

地震、台風等の天災に対する措置 

８ 仕事の教え方等 

仕事の教え方、作業改善の方法及び

指揮監督の方法 

部下を持つ上

司 

期首、期中 毎月実施 

環境改善の方法 全員 毎月 

安全又は衛生のための点検の方法 所計画通り 

９ 機会教育 

製造方法の変更時教育 全員 機会 10月実施 

原材料等の変更時の物質の危険性・

有害性等の取扱い方法 

設備の改良・変更時の教育 

10 社内教育 

安全体験 受講対象者 機会 実績なし 

人事労務主催教育 

環境安全部教育 

11 社外講習 

冷凍機保安講習 受講対象者 機会 ９月、２月、

３月実施 高圧ガス保安主任、係員講習 

危険物保安講習 

12 労働安全衛生法 

関係 

雇入時の教育 新人 入社時 ４月実施 

作業内容変更時の教育 当事者 機会 

特別教育（クレーン、玉掛け等） 受験者 

13 製造所環境安全 

管理「特別規程」 

災害対策基本法 日専者全員、交

代者全員、 

防災訓練、津波

対応訓練及び

机上訓練時 

６～８月、11

月～３月実施 石油コンビナート等災害防止法 

高圧ガス保安法 

14 ＩＳＯ教育 

ＩＳＯ9001 全員 年初 毎月実施 

ＩＳＯ14001 

ＯＨＳＭＳ 毎月 

15 協力会社の教育 

環境・安全・衛生方針 センコー 年初 毎月実施 

関係法令等の周知 

安全教育カード 毎月 

16 労安法関係 

新入社員教育 新人 入社時 毎月実施 

新入社員教育（計画なし） 転入者 転入時 

派遣者教育（計画なし） 派遣者 入社時 

 

 

 

 

【防災訓練】 

 公設消防、共同防災協議会等を含めた総合的な防災訓練及び部場単位で実施する部場防災訓練について

計画を定め、実施している。 
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 なお、平成30年度の防災訓練実績は、次のとおりである。 

 

（５製造部における計画及び実績） 

訓練種類 訓練内容 訓練実績 

部場訓練 

地震津波訓練 ５回 

平日昼間訓練 ２回 

事前訓練 ２回 

製造所総合訓練 ５回 

机上訓練 １回 

交代防災訓練 

夜間（休日）総合訓練 ６回 

机上訓練 10 

その他の訓練 32回 

緊急事態対応訓練 
地震津波訓練 年１回ずつ 

製造所総合訓練 

  

●Ｂ事業所 

 防災規程において、防災要員に対する防災教育及び自衛防災組織の防災訓練を定めている。 

 

【防災教育】 

 環境・防災主管部署部長及び防災業務受託者は、防災要員に対する防災教育を計画的に実施し、自衛防

災業務に必要な知識、技能の向上に努めるものとしている。 

 

【防災訓練】 

日常訓練 
防災要員による防災資機材等の取扱い及び地区自衛消防隊による災害の発生を想定した出場訓練等を計画

的に実施 

総合訓練 
大規模災害［ 火災・爆発・地震・台風］ 防災組織 の運用に重点をおき、かつ、職場自衛消防隊及び一

般従業員等を参加させる総合的な訓練を実施 

 

【防災訓練の実施状況（令和２年９月17日消防訓練）】 

実施日時 令和２年９月17日（木）12:45～15:30 

実施場所 ＊＊＊＊＊ 

実施事業所 ＊＊＊＊＊＊＊ 

訓練参加人員 8,000名 

訓練の種類 総合訓練 

訓練の概要 大規模地震想定訓練（詳細は次のとおり） 

訓練詳細 

訓練趣旨 
住民、企業、行政が一体となって被害を最小限にくい止めるため、実態に即した

訓練を実施することにより有事に備えるもの 

訓練内容 予知型地震訓練（想定震度５強以上） 
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●緊急地震速報システムによる緊急放送訓練 

●突発型地震に伴う一斉放送により、各工場の生産・設備対応について統括本部

との連携を図る。 

●発災30分後の統括本部へのＦＡＸ送信 

支部別の訓練内容 

●帰宅困難対策訓練 

●避難訓練 

●状況報告訓練 

●緊急措置訓練 

●酸素欠乏又はガス中毒等の救助訓練 

●消火訓練 

●消防技術説明者の役割訓練 
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●Ｃ事業所 

 防災規程において防災教育及び訓練を規定（次表）し、それぞれ実施するものとしている。 

 

【防災教育】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【防災訓練】 
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【2020年度 自衛防災対教育訓練計画】

 

 

なお、海上防災体制については、「組織の対応能力」の維持・強化を図るため、事故対応の演練を目的と

した図上演習、機能演習及び総合演習を内容とする組織演習を数年ごとに実施し、都度計画の見直しを行

っている。平成30年度では、中長期の事故対応における問題点の抽出と課題の整理に目的を置いた組織演

習を実施した。その際の想定事故現場概要図は次のとおりである。 
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事故名称： 作成日付：

発生場所： 作成時刻：

添付書類

☑ 概要図【100】 ☑ リソース概要【103】

☑ 事故概況と対応概要【101】 ☑ 現場の安全と制御【104】

☑ 現場対応組織【102】 ☑ 油処理剤散布事前通報【105】

概略地図

油汚染評価マニュアル(海上編) 頁に近似／(海岸編) 頁に近似 ※未漂着

天候： 凡例：

温度： ℃

風速： 風向：

降水量(雨、雪など)：

日出： 日没：

高潮： 干潮：

作成者： 部署： 電話：○○　○○ 現地指揮本部 副本部長 000-0000-0000

10

0601　28㎝

1854　19㎝

0038　34㎝

1131　37㎝

2m/s 南南東

0mm

7:00 16:43

晴れ

12

初期情報―事故状況通報様式―【100】(1/5)

事故現場概要図

○○○原油流出事故

○○○事業所　SBM

2018年○月○日

14:30

：室蘭丸

：第一岬丸

：新あすわ、
新おしま

：あじさい

：新すいせん

：タグボート

：あさくら
小型作業船

○

○○○

○

○○○

○○○

○○○
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２ 都道府県 

 

●神奈川県 

 石油コンビナート等防災計画において、県及び関係市による防災要員等を対象とした各種訓練・教育の

実施を規定している。 

    

【防災要員等に対する教育及び訓練】 

 県及び関係市（消防機関）は、防災要員等を対象に、関係法令、地震災害、産業災害に係る教育を行う 

ほか、災害防ぎょ活動の教育及び訓練を実施する。 

    

【防災管理研修会】 

 県は、事故の未然防止を図るため、防災管理者を対象とした研修会を開催する。 

 

【防災訓練の実施状況（平成29年度及び30年度の訓練種類及びスケジュール】】 

 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

H29 

年度 

4/21 

県災対

本部 

訓練 

   

8/21 

情報 

受伝達

訓練 

 

10/24 

県災対

本部 

訓練 

 

12/22 

県災対

本部 

訓練 

 

2/1 

県災対

本部 

訓練 

3/19 

県災対

本部 

訓練 

 

5/25 

県災対

本部 

訓練 

    

10/27 

石ｺﾝ 

合同 

訓練 

  

1/11 

九都県

市合同 

  

H30 

年度 
（予定

含む） 

4/26 

県災対

本部 

訓練 

5/9 

県災対

本部 

訓練 

 

7/12 

県災対

本部 

訓練 

8/20 

情報 

受伝達

訓練 

 

10/25 

県災対

本部 

訓練 

11/7 

石ｺﾝ 

合同 

訓練 

12/25 

県災対

本部 

訓練 

 

2 月上

旬 

県災対

本部 

訓練 

3 月下

旬 

県災対

本部 

訓練 

 

5/25 

県災対

本部 

訓練 

 

7/26 

県災対

本部 

訓練 

  

10/19 

九都県

市合同 

11/21 

県災対

本部 

訓練 
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●岡山県 

 石油コンビナート等防災計画において、県による防災要員等に対する教育について規定している。 

    

【行政機関による教育】 

 県は消防学校等において、自衛防災組織の防災要員等に対して防災教育を行うよう努める。 

 

【防災訓練の実施状況】 

主な取り組みとして、令和元年度に水島地区石油コンビナート総合防災訓練を実施している。 
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３ 消防本部 

 

●市原市消防局 

市原市消防局警防規程第29条に基づき、管轄区域内の特性を考慮して訓練及び演習の重点を定め、計画

を樹立している。 

 

【訓練の区分】 

区分 内容 

個別訓練 各級指揮者又は隊員として、必要な基礎技術及び応用技術を習得するため個々又は隊で実施する

訓練 

本部警防訓練 部隊間の連携を図ることを目的とした訓練 

その他の訓練 前２号に掲げる以外の訓練 

 

【特定事業所】 

特定事業所については、石油コンビナート災害防止法に基づき、防災規程を作成し、防災訓練の実施が

必要なことから、訓練内容によって、管轄消防署と連携し、通報伝達、消火訓練等を実施。 

 

【市原市石油コンビナート等防災訓練】 

「千葉県石油コンビナート等防災計画」に基づき、市原市石油コンビナート等特別防災区域協議会主唱 

のもと、防災関係機関の協力体制の強化及び防災意識の高揚を図るため、防災訓練を毎年実施。 

（令和２年度）新型コロナウイルス感染予防のため中止 

（令和元年度）緊急消防援助隊関東ブロック訓練と同時開催予定であったが中止 

 

●東京消防庁 

 

【教育】 

東京消防庁教養規程に基づく本部教養として、危険物火災に関する次の教育を実施している。 

・各消防署の中・小隊長に対し、動画資料を用いた教養等の教育 

・方面訓練を担当する職員に対して訓練指導要領等に関する教養を行い、指導者の養成をしている。 

 

【訓練】 

・東京消防庁警防規程に基づき、訓練、演習に関する要綱により訓練の区分を定めている（表）。 

・危険物火災対応訓練については、毎年度、目標と訓練実施要領を示した通知を発出し、その内容を踏 

まえて行っている。 

 

【表（訓練の区分）】 

区分 内容 

本部訓練 警防部長が部隊等を指定して行う訓練 

方面訓練 方面本部長が自己所管内の部隊等を指定して行う訓練 
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署訓練 署訓練は，署長が自己所属の部隊等を指定して行う訓練 

 

●川崎市消防局 

消防局では、川崎市消防局警防規程に基づき、「川崎市消防局警防訓練実施計画」を作成しており、訓練

について次のとおり区分している。 

 

【警防訓練の区分】 

区分 内容 

署警防訓練 消防署長が、所属消防隊等の活動技能の向上を図るために行うもの 

本部警防訓練 警防部長が、特殊な技術や知識の習得又は総合訓練の確認のために行うもの 

 

【警防訓練体系】 

体系 内容 

第１段階（基本訓練） 
隊員個々に求められる資機材の知識の習得及び取扱いから小隊技能までの訓練であり、隊員相互の

連携の習得まで行うもの 

第２段階（応用訓練） 
基本訓練で習得した技術を活用し、小隊、中隊単位で実施する訓練であり、部隊間の連携の習得ま

で行うもの 

第３段階（総合訓練） 
基本訓練及び応用訓練で習得した技術を活用して、中隊又は大隊単位で行う訓練であり、組織的な

連携の習得まで行うもの 

 

【警防訓練種別】 

種別 内容 

実働訓練 実習、実践により、活動能力を身につけるために行う訓練 

演習訓練 消防の機動性、装備及び技術を公開し、その威力、力強さを示すために行う訓練 

図上訓練 
冷静な状態で災害内容を模擬体験し、活動及び対応手段を想像して、災害の全体像をとらえるため

に行う訓練 

その他の訓練 
災害に関する検証、事例研究・訓練等、消防学校・消防大学校における訓練等、他機関との合同訓

練、救助隊及び救急隊との連携訓練 

 

また、毎年度、警防訓練実施計画に基づき、消防局が訓練実施計画を示すこととなっており、石油コ

ンビナート等特別防災区域内特定事業所と連携した火災防ぎょ訓練（実働訓練）が、その計画に含まれ

ている。 

 その他、３点（２点）セットや放水砲による基礎的な放水訓練をはじめ、特定事業所と合同の想定訓 

練（実動訓練）が年間を通じて、基本訓練から総合訓練まで体系的に複数回行われている。 

 想定訓練の内容については、所轄消防署と特定事業所とが協力して計画しており、危険物や高圧ガス 

などの火災、漏えい事故など様々な災害に対応できるよう両者で工夫している。 

  



 

 

     82 

 

 

第３章 石油コンビナートの防災体制 

●四日市市消防本部 

 四日市コンビナート地域防災協議会とともに「令和２年度四日市コンビナート地域危険物事故防止ア 

クションプラン」を定めている。 

その中の「令和２年度危険物事故防止対策行動計画」により、状況予測能力及び意思決定能力の向上

のため、各事業所において自衛防災組織等の実動訓練、図上訓練を実施するとともに、訓練検証を実施

することによりその技量と防災要員等の士気の向上を図るとしている。 

 

 

 

 

 

 

  

図上訓練、自衛防災組織等訓練検証 

 

消防本部の立会い検証については、実動訓練又は図上訓練のいずれかを選択

できるものとする。検証は、第 1種事業所は毎年、第 2種事業所は 2 年に 1 回、

その他事業所は 3 年に 1 回とする。 

消防本部が立会い検証しない訓練については、全事業所が自主的に取り組む

こととする（文書報告は不要）。 

訓練検証後の反省会は実施するが、内容については希望する事業所のみ消防

本部から送付することとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

検証 有り 検証 無し 

実動訓練又は図上訓練 

 

第 1種事業所 毎年 

第 2種事業所 2年に 1回 

その他事業所 3年に 1回 

全事業所自主訓練 

（報告不要） 

自衛防災組織等訓練検証 
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第７節 災害出場体制 

１ 特定事業所 

●Ａ事業所

消防車両の出場体制については、災害事案別に限定せず、事案内容に応じて適切な配置を行っている。

●Ｂ事業所

基本は１隊運用であり、災害種別に応じて隊員数の増減を図っている。

また、次の災害種別毎に、作業基準書を作成している。

基準書に規定する災害出場スキームは、 

（災害発生に伴い地区内緊急連絡先からい自衛防災組織に入電） 

→指揮者が任務分担指示及び出動指示

→隊員が資機材準備及び点呼

→出動

→災害現場において当該被災部署の案内人（消防技術説明者等）と合流

である。 

  その他には、 

・油流出事案：流出箇所及び流出範囲の特定

・ガス漏洩 ：供給遮断状況確認、濃度測定、呼吸器装着等

・危険物漏洩：危険物取扱者からの情報収集、消防計画立案等

も基準書で規定している。

  なお、石油コンビナート等特別防災区域内における出場区分表は次のとおりである。 

１ 火災時緊急出動 

２ 警戒活動（海上油流出） 

３ 火災活動（ガス火災） 

４ 危険物火災 
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【石油コンビナート等特別防災区域自衛・共同防災出場区分表】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     

●Ｃ事業所 

 事業所消防隊運用規則に、災害時の部隊編成を次のとおり規定している。 
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【消防隊各班の任務一覧】 

班名 任務 

消防隊第１班 １ 火災・爆発事案 

（１）社内外通報 

（２）防消火設備の操作及び運転監視 

（３）応急活動及び救急活動 

（４）気象及び海象データの収集並びに現場指揮者への情報提供 

（５）入出門規制及び社外応援隊等の誘導 

２ 台風、高潮、地震、、津波等異常気象時の応急活動 

３ 石油類流出事故時の応急活動 

４ 社外応援出動命令受令時の応急活動 

消防隊第２班 １ 火災・爆発事案の際、直ちに出動し応急活動を実施。また、消防隊第１班の交代 

要員になる。 

２ 台風、高潮、地震、、津波等異常気象時、直ちに出動し応急活動を実施。また、消 

防隊第１班の交代要員になる。 

３ 石油類の流出事故時、直ちに出動し応急活動を実施。また、消防隊第１班の交代 

要員になる。 

４ 消防隊第１班が社外応援出動をした際、消防隊長の指示に基づき消防隊第１班の 

補充要員として勤務。 

５ 原油タンク全面火災又はそのおそれがある際、原則、大容量隊として活動 

指揮連絡班 消防隊長から出動命令を受令時、直ちに指令車及び作業車を出動させ、次の事項を実

施 

（１）指揮本部の設置及びその表示 

（２）通信設備の確保 

（３）指揮本部の伝令 

（４）（夜間）照明設備の設置 

（５）消火薬剤等の調達 

（６）災害状況及び応急活動状況の記録 
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２ 消防本部 

 

●市原市消防局 

石油コンビナート等特別防災区域での火災及びその他の災害が発生した場合における出動態勢を次のと

おり。 

 

【コンビナート火災】 

 

【その他（コンビナート地区危険物漏えい等）】 

 

特別危険物 特命出動 覚知時に消火されている 指揮車（管轄優先） 

大型化学車（管轄優先） 

ペア消防車 

第１出動 

（第２） 

原則として第１出動とする 指揮車（管轄優先） 

大型化学車（管轄優先） 

ペア消防車 

大型化学車 

ペア消防車 

五井救助１（車両指定） 

（↑救助応援工作車） 

特危対応消防車 

救急車 

※八幡化高１が出動不能の場合、姉崎高所１＋ペア車両は

任意にて出動 

第２出動 

（ 原 則 第

３） 

覚知の状況から必要とした

とき 

（第１出動車両＋） 

大型化学車 

ペア消防車 

高所放水車 

ペア消防車 

姉崎原液１ 

ペア消防車 

特別危険物 

  

特命出動（第１） 危険物の漏洩又は飛散事故等で既に漏

洩又は飛散が止まっている 

 

危険物が漏洩又は飛散しているが少量

で拡大のおそれや周囲への影響が無い 

大型化学車（管轄優先） 

ペア消防車 

指揮車（管轄優先） 

第１出動（原則第

１） 

危険物の漏洩又は飛散事故等で既に漏

洩又は飛散が止まっているが、周囲への

影響がある 

 

危険物の漏洩又は飛散が拡大している 

大型化学車（管轄優先） 

ペア消防車 

指揮車（管轄優先） 

大型化学車 

ペア消防車 

五井救助１（車両指定） 

（↑救助応援工作車） 

救急車 
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●東京消防庁 

東京消防庁警防規程により、消防部隊の運用計画、出場計画等を定めており、石油コンビナート等特別

防災区域で火災が発生した場合は、覚知してから判断し部隊運用を行う。 

危険物施設で発生した火災の場合、危険物火災出場計画によるほか、延焼状況に応じて普通火災出場計

画を運用する。また、災害実態に応じて必要な部隊を特命出場する。 

 

【出場計画】※一部抜粋 

出場計画 適用区分 出場区分 

危険物火災出場計
画 

法別表第４類に該当する危険物の火災で化学消防力を特に必要
とする火災に適用する。 

第１出場から第３出場ま
で 

 

危険物火災出場計画における消防部隊の事前指定及び出場要領は、次のとおり規定されている。 

ア この計画は消防署単位に出場区を定め，普通出場では対応し難い火災に運用するものとする。 

イ 道路，側溝，危険物販売取扱所，小規模タンク等の平面的な火災については，第１出場で対応するものとする。

ただし，第１出場で対応し難い場合は，必要な普通化学小隊を応援要請すること。この場合において，警防本部

は，要請された普通化学小隊と連携するポンプ小隊を特命出場するものとする。 

ウ 大規模タンク，大規模危険物施設等の立体的な危険物火災で，遠方又は高所等から大量の泡放射を必要とする

場合は，第２出場又は第３出場で対応するものとする。ただし，第３出場でも対応し難い場合は，特化連携隊を

応援要請するものとする。 

 

【危険物火災出場計画の指定部隊数】 

出場区分 第１出場※２ 第２出場 第３出場 

普通化学 ４（ペア中隊） － － 

特化連携隊※１ １ １ ２ 

泡剤補給 ２ ３ ２ 

応援指揮 １ １ １ 

※１ 特化連携隊は、大型高所放水車１台、化学車２台（又は大型化学車）、普通ポンプ車２台のセット 

※２ 東京国際空港地区の場合は、第１出場で特化連携隊２隊、泡原液搬送小隊１隊を特命出場させる。 

  



 

 

     88 

 

 

第３章 石油コンビナートの防災体制 

 ●川崎市消防局 

 

【消防隊等の出場区分（石油コンビナート火災）】 

出場規模 
備考 

第１出場 第２出場 第３出場 特別第１号 特別第２号 特別第３号 

ポンプ ６(７) 

救助  １ 

救急  １ 

特災  １ 

大化高 １ 

消防艇 １(０) 

指揮  １ 

－ － ポンプ  ２ 

はしご  ２ 

ポンプ  ６ 

消防艇  １ 

ポンプ  ５ 

高所   １ 

（ ）は消防艇の乗換に

よる。 

ポンプは、化学消防車の

場合含む。 

３点セット中隊が１セ

ット及び化学消防車に

よる編成。 

－ － 危険物施設等が

炎上中の場合。 

３点セット中隊

が３セットの編

成。 

火災が拡大して

いる場合。 

さらに泡放射砲

が２セットの編

成。 

さらに３点セッ

ト及び泡放射砲

がそれぞれ１セ

ットの編成。 

応援要請判断基準及び部

隊編成 
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●四日市市消防本部 

石油コンビナート等特別防災区域での災害について出動態勢を下記の通り定めている。 

表の他、コンビナート災害の調査は消防本部予防保安課が主体となるため、同課も出向する。 

 

 

 

（令和２年８月）

別表第十 石油コンビナート火災出動表 出動区分 ○＝１次出動（４隊） △＝２次出動（１０隊） ◇＝３次出動（１５隊） 特別出動（表記以外）

51 51 １ ２ ４１ ３１ １０ ７１ 1 ２ ４１ １ ２ ５ １ 1 １ ５１ １ ２ ４１ ３１ １０ １ ２ １ ２ １ １ １ ５１ １ ２ ４１ １０ ３１ ７１ １ ２ １ ２ １

北 羽津 ○４ ○２ ○３ △６ △７ ◎ ◇１４ ◇１５ △５ ○１ △９ △８ ◇１３ △１０ ◇１１ ◇１２

橋北 ○４ ◇１５ ○１ ○３ △５ △６ △９ ◎ ◇１３ ◇１４ ◇１１ △１０ ◇１２ ○２ △７ △８

港 ○４ ◇１５ ○１ ○３ △５ △６ △９ ◎ ◇１２ ◇１３ ◇１１ △１０ ○２ △７ △８ ◇１４

南 河原田 日永 塩浜 楠 ○４ ○２ ○３ △７ △８ ◎ ◇１３ ◇１４ ◇１１ △１０ ◇１５ ○１ △５ △６ △９ ◇１２

注：三点セット３車両は、２隊での運用とする。

注：◎は、四日市港港湾区域及びその周辺へ出動する。

本
部

中　消　防　署 港分署 中央分署 西分署 北　消　防　署 北部
北西

出張所 朝川 南　消　防　署 南部
西南

出張所

指
揮
車

署
指
揮

タ
ン
ク

普
通
車

救
工
車

梯
子
車

大
化
高

原
液
車

救
急
車

救
急
車

水
難
救
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防
艇

タ
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ク

普
通
車

給
水
車
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急
車

タ
ン
ク

救
急
車
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揮
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ク

普
通
車

救
工
車

梯
子
車

化
学
車

救
急
車

普
通
車

救
急
車

初
動
車

救
急
車

タ
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ク

初
動
車

救
急
車

署
指
揮

タ
ン
ク

普
通
車

救
工
車

化
学
車

救
急
車

出　　　動　　　区　　　域

中

各　署　車　両　種　別

高
所
放

原
液
車

救
急
車

普
通
車

救
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第４章 災害別の対応の現行モデルケース 

第４章 災害別の対応の現行モデルケース 
 

本章では、屋外タンク貯蔵所及び危険物漏洩時における防災活動の一般的な全体像について、別添５

『自衛防災組織等の防災要員のための標準的な教育テキスト（平成30年３月）』第８防災活動要領及び

第９章災害想定訓練（第６節を除く）をベースに整理した。 

 

第１節 屋外タンク貯蔵所の火災 

災害事象 活動概要 特定事業所 消防本部 都道府県 消防庁 

屋外タンク

貯蔵所でリ

ング火災発

生 

 

事業所員の

覚知 

巡回監視員などによ

る覚知。 

構内固定カメラによ

る覚知 

   

 事業所から

の通報 

・巡回監視員（現場）

から○○へ通報。 

・○○から所轄消防へ

119 番通報。＋防災計

画の定める場所？ 

・指令センターにおい

て事業所からの119番

通報を受信。 

  

   ・指令センターから石

油コンビナート等防

災本部、警察本部、海

上保安本部へ電話連

絡 

  

 事業所の初

動体制構築 

・構内ページングや電

話等で自衛防災組織

への出場指令 

・共同防災組織への出

場要請 

・社内外の緊急連絡網

による通報等 

△広域共同防への大

容量泡放射システム

の準備依頼 

・災害の即報の送信 

組織法第 40 条に基づ

く２号様式により都

道府県、消防庁へＦＡ

Ｘ送信。 

・災害即報の受領と送

信 

消防本部からの即報

を消防庁へＦＡＸ送

信。 

・都道府県若しくは消

防本部からの災害即

報を受領 

  ・自衛防災本部の設置 

・防災マニュアル？に

よる自衛消防隊の初

動体制の確保 

・施設情報書類の準備 

・119 番通報内容によ

り、出場部隊を選定

し、各消防署所へ指令 

  

   ・各署所から消防車両   
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が出場 

   消防車両等が事業所

へ集結（直接発災箇所

ではなく、主要門等へ

全隊が集まる） 

  

 自衛消防組

織等による

活動開始 

・事業所入場車両への

災害概要説明及び現

場案内 

・屋外タンク固定泡消

火設備の起動 

・周辺タンクの散水設

備起動 

・発災タンクの情報収

集（油種、現在貯蔵量

など） 

・周辺施設の情報収集

（災害拡大危険、貯蔵

油のシフト先選定な

ど） 

・事業所からの災害概

要説明と現場案内 

  

 消防現場指

揮の設置 

・指揮権を消防へ委譲 

・活動方針の決定 

・消防現地式本部の設

置 

・活動方針の決定 

  

  ・固定泡消火設備によ

る消火活動 

・３点セットによる発

災タンク冷却又は周

囲タンク冷却体制の

確保 

・防油堤内の排水体制

の確保 

・３点セットによる発

災タンク冷却又は周

囲タンク冷却体制の

確保 

・スクラムフォース・

ドラゴンハイパー・コ

マンドユニットの出

動 

  

浮き屋根の

沈降開始 

活動方針の

変更 

・大容量泡放射システ

ムの要請 

 

・消防車両の応援要請 

・県内応援又は緊急消

防援助隊の応援要請 

・スクラムフォースに

より、地上と上空から

偵察 

・大容量泡放射システ

ムの輸送に係る支援 

・大容量泡放射システ

ムの輸送に係る関係

機関等との連絡調整。 

・防災本部長による消

防庁職員の派遣要請 

・防災本部長からの要

請に基づく職員派遣 

  ・大容量泡放射システ

ムによる警防計画の

・大容量泡放射システ

ムによる警防計画の

・放送機関への要請や

報道機関への要請に

・リエゾンによる情報

収集 



 

 

     92 

 

 

第４章 災害別の対応の現行モデルケース 

確認 

・周辺タンクの貯蔵油

シフト開始 

・ 

確認 

・現場広報の実施。 

・付近住民の避難につ

いての判断（市長へ求

め） 

より、災害状況、関係

市町が実施した避難

情報、活動状況などに

ついて広報を実施 

・緊急輸送路などの確

保 

・怪我人等発生時の医

療体制の確保 

・交通機関への体制確

保 

  ・発災タンク及び周囲

タンク（施設）への冷

却注水継続 

・発災タンク及び周囲

タンク（施設）への冷

却注水継続 

・長時間活動に伴う予

備戦力、資機材、燃料

等の確保 

・スクラムフォース・

ドラゴンハイパー・コ

マンドユニットによ

る注水開始 

・長時間活動に伴う予

備戦力、資機材、燃料

等の確保について支

援 

・災害対応に必要な人

員、資機材等について

支援 

全面火災に

進展 

大容量泡放

射システム

による泡消

火の実施 

・大容量泡放射システ

ム警防計画に基づく

設定開始 

・泡放射システム警防

計画に基づく設定開

始に伴う消防車両の

転戦 

  

  ・大容量泡放射システ

ムによる消火活動開

始 

・発災タンク及び周囲

タンク（施設）への冷

却注水継続 

  

ノックダウ

ン 

 ・泡放射の継続 

・発災タンクへの冷却

放水継続 

・発災タンク温度の継

続確認 

・発災タンクへの冷却

放水継続 

・発災タンク温度の継

続確認。 

  

鎮火  ・鎮火後の状況につい

て、経過観察 

・周辺施設についての

対応 

・現地最高指揮者によ

る鎮火判断 

・周辺施設についての

対応 

・災害状況に応じ、関

係機関との連絡調整 

・災害復旧に係る関係

機関との連絡調整 

 

原因調査  ・識者等を交えた原因

調査体制の構築 

・火災原因調査体制の

構築 

 消防庁長官調査等に

よる支援等 

 



 

 

     93 

 

 

第４章 災害別の対応の現行モデルケース 

第２節 危険物の大量漏えい 

災害事象 活動概要 特定事業所 消防本部 都道府県 消防庁 

屋外タンク貯

蔵所から重油

の流出 

 

事業所員の覚

知 

・屋外タンクへ重油を

移送中に、コントロー

ルルームにて液面レベ

ルの急激な低下を確

認。 

   

  ・移送を中止するとお

もに、運転管理員を現

場確認へ。 

   

    ・屋外タンクの底部付

近から大量の重油が噴

き出しており、附属階

段の破損・倒壊により

防油堤・流出油等防止

堤の破損も確認。 

   

防油堤・流出油

等防止堤外へ

流出 

事業所からの

通報 

・運転管理員（現場）か

ら○○へ通報。 

・海上へ大量流出の恐

れ大。 

・○○から所轄消防へ

119番通報。＋防災計画

の定める場所？ 

・指令センターにお

いて事業所からの

119番通報を受信。 

  

   ・指令センターから

石油コンビナート

等防災本部、警察本

部、海上保安本部へ

電話連絡 

・海上への大量流出

に備え、関係機関と

の連絡調整開始。

（海上流出対応、住

民避難対応等） 

 

 事業所の初動

体制構築 

・構内ページングや電

話等で自衛防災組織へ

の出場指令 

・共同防災組織等への

出場要請 

・社内外の緊急連絡網

による通報等を実施。 

・災害の即報の送信 

組織法第 40 条に基

づく２号様式によ

り都道府県、消防庁

へＦＡＸ送信。 

・災害即報の受領と

送信 

消防本部からの即

報を消防庁へＦＡ

Ｘ送信。 

・都道府県若しく

は消防本部からの

災害即報を受領 

 

 

 ・自衛防災本部の設置 

・防災マニュアル？に

よる自衛消防隊の初動

体制の確保 

・119番通報内容に

より、出場部隊を選

定し、各消防署所へ

指令 

・防災本部長による

消防庁職員の派遣

要請 

・石油コンビナート

・防災本部長から

の要請に基づく職

員派遣（消防現場指

揮所、又は防災本部
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・施設情報書類の準備 等現地防災本部の

設置 

へのリエゾン） 

   ・各署所から消防車

両が出場 

  

   消防車両等が事業

所へ集結（直接発災

箇所ではなく、主要

門等へ全隊が集ま

る） 

  

 自衛消防組織

等による活動

開始 

・事業所入場車両への

災害概要説明及び現場

案内 

・被害、発災タンクの情

報収集（油種、現在貯蔵

量など） 

・事業所からの災害

概要説明と現場案

内 

  

 消防現場指揮

の設置 

・指揮権を消防へ委譲 

・活動方針の決定 

・消防現地指揮本部

の設置 

・活動方針の決定 
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